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第１章　貿易振興支援に係るニーズ調査について

１－１　背　景

　民間セクター開発支援プロジェクト（PSDSP）の主要なメンバーである欧州連合（EU）は、2005

年３月から４月にかけて、バングラデシュ人民共和国（以下、「バングラデシュ」と記す）に対

する「貿易振興支援に関するニーズ調査（EC Trade-related Needs Assessment study：EC/TNA、

以下EC/TNA調査）」の実施を決定した。この調査の目的は、バングラデシュの貿易振興におけ

る制約要因及び制約要因解消のための支援ニーズの抽出を行うとともに、これまでのドナー活動

の状況を確認し、今後のドナー活動との整合性を図りつつ、より効率的な貿易振興支援プログラ

ムを形成するための基礎情報を得ることである。JICAは、プロジェクト形成調査のコンポーネン

ト２として、この調査に参画し、2005年３月３日から４月 15日までの期間、貿易振興に関する

調査を担当するコンサルタント団員１名を EC/TNA調査チームに派遣した。

１－２　目　的

　本コンポーネントの目的は、EC/TNA調査１チームへの団員派遣を通じて、バングラデシュの貿

易の状況、貿易振興の制約要因及び制約要因解消のための支援ニーズ、今後のドナー活動の方向

性を明らかにし、貿易振興分野における JICAの技術協力の方向性を策定するための基礎情報を

入手し、その方向性を検討することである。

　なお、調査開始後、EU側の意向により、PSDSPの内容と重複するものも含めて、直接、間接

に貿易振興に関係ある広い範囲の調査を実施することとなった。よって、第Ⅱ部第２章及び第３

章の内容は、第Ⅰ部の内容と重複する部分がある。

１－３　調査団員担当事項

　EC/TNA調査に参加した調査団員の担当事項は以下のとおりである。

（1）JICAバングラデシュ事務所の指導の下、EC/TNA調査に参加し、バングラデシュの貿易の

状況、貿易振興の制約要因及び制約要因解消のための支援ニーズ、今後のドナー活動の方向

性を調査し、その結果を我が国現地 ODA タスクフォースチームに報告する。

（2）今後の貿易振興分野における JICAの技術協力の方向性につき提案する。

　なお、EC/TNA調査は、EUより、既存の文献、調査報告書から得られる情報の収集・分析を通

じて、①貿易に係る公的機関、民間機関、企業の貿易振興制約要因、ニーズの広範な把握、②ド

ナーによる今後の支援内容の把握を行い、中期的視点からの今後の活動への提言を行うことを目

的とし、貿易振興に係る特定の制約要因や支援ニーズについて、詳細には調査を行わないとの指

示があったため、個別の課題についての深い分析は行われていない。

１ 今回調査では、EC/TNAチーム、商業省、ドナー〔カナダ国際開発庁（CIDA）、EU、英国国際開発省（DFID）、JICA、南アジア

企業育成ファシリティ（SEDF）〕から構成されるステアリング・コミッティーが設立され、EC/TNAチームの調査内容・方向性が、

都度（３月７日、14日、21日及び４月５日、13日）報告、検討された。
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　よって、上記（2）については、EC/TNA調査参加によって得られた情報を踏まえ、JICAとし

て今後どのような取り組みの方向性が考えられるかについての検討を行った２。

１－４　EC/TNA 調査団の構成

氏　名 担　当 所　属　先　

１ Dr. D. De Stoop 総括（EC） EC（Team Leader）

２ Mr. P. F. Carr International Trade Expert EC

３ Prof. E. Ritzenthaler International Trade Expert EC

４ Dr. A.K. A. Mubin International Trade Expert EC（Local consultant）

　５ Mr. M. A. Aziz International Trade Expert EC（Local consultant）

　６ 小西　国洋 International Trade Expert JICA（日本開発サービス）

２ 今回調査においては、JICAの技術協力の方向性を提示すべく、外国のカスタマーの存在を意識した形での検討を行っている。も

ちろん、様々な側面からの貿易振興に向けた活動、支援は大切であるが、今後の貿易振興支援の検討にあたって、この外国カス

タマーの存在を強く認識し、その視点からの調査・分析も必要であると考えられる。
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第２章　EC/TNA調査結果

２－１　貿易振興に関する政府機関の枠組み

　貿易振興に関係する主な政府機関は以下のとおりである。

２－１－１　首相府及び傘下機関

　（1）首相府（Prime Minister’s Office：PMO）

　首相府は内閣総理大臣であるジア首相の直属の機関であり、その傘下に投資庁（Board

of Investment：BOI）、バングラデシュ輸出加工区庁（Bangladesh Export Processing Zone

Authority：BEPZA）及び民営化庁（Privatization Board：PB）の機関を有するが、 BOI 及

び BEPZA が貿易に関係する最も重要な機関である。

（2）投資庁（Board of Investment：BOI）

　Investment Board Act（Act No. XVII of 1989）に基づいて設立された投資庁（BOI）は、

産業振興に貢献すべく、投資に必要な情報の提供、企業の投資スケジュール作成支援及び

そのフォロー、投資登録に関する支援などを行う機関である。その意味において、BOI の

基本的な活動は、投資に関する企業への One-Stop-Shop (OSS)機能の実施である。しかし

ながら、その OSS 機能は不十分である。

（3）バングラデシュ輸出加工区庁（Bangladesh Export Processing Zone Authority：BEPZA）

　The Bangladesh Export Processing Zone Authority Act, 1980（Act No. XXXVI of 1980,

dated 26 December, 1980, as modified up to 13 December, 1994）に基づいて設立されたバ

ングラデシュ輸出加工区庁（BEPZA）は輸出振興のため、輸出加工区（Export Processing

Zone：EPZ）内への企業進出を促すとともに、進出企業に対して、様々な特恵を与えるこ

とにより輸出振興を実施している機関である。特に、外国企業誘致のため、このEPZ内で

は、① 10年間の法人税免除、②加工に使われる輸入原材料に対する関税免除、③ 100％外

国資本会社の設立許可（現在 EPZ 内進出企業の 65％は 100％外国資本）、④上限のない外

国投資等などの様々な特恵が与えられている。国内には、現在６つの輸出加工区３〔チッタ

ゴン（Chittagong）、ダッカ（Dhaka）、モングラ（Mongla）、イシュワルディ（Ishwardi）、

コミラ（Comolla）、ウッタラ（Uttra）〕がある。バングラデシュには日系企業は現在 50社

進出しているが、チッタゴン EPZ 内では 15 社中 14 社が、ダッカ EPZ 内では、35 社中２

社が操業している。ダッカEPZ内での日本企業の操業が２社とチッタゴンの14社と比べ

て少ないのは、ダッカに進出している日本企業の多くが、製造業よりも、商社、海運など

の非製造業であるためである。BEPZA は EPZ 内への進出企業に対し、十分な電力、水道

を提供しておらず、また、スタッフの人材育成が不十分４であるなど、改善すべき点は多

い。　

３ また、2005年末までに、ダッカ（Adamjee）及びチッタゴン（Karnaphuly）の近郊に新たに２つのEPZを設けることを現在検討中

である（BEPZA訪問時のプレゼンテーション資料より）。
４ BEPZA（チッタゴン）訪問時に、幹部はその人材育成不足を力説していた。
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　特に EPZ に関し、今後注意すべき点は、労働組合の問題である。これまで、EPZ 内で

は、労働組合の設立が認められておらず、労働ストライキは発生していない。しかるに、

人権保護の立場から、2008年より、労働組合の結成が認められることになった。ストライ

キが多発し、労働組合の影響力が大きいバングラデシュにおいて、今後どのような影響が

出るかはまだ分からないが、EPZ 内に進出している企業５あるいはこれから進出を考える

企業にとって、将来の不確実性要因のひとつとなっている。

２－１－２　商業省及び傘下機関

（1）商業省（Ministry of Commerce：MOC）

　商業省（MOC）は貿易政策の立案、実施を行うほか、世界貿易機関（WTO）に関係す

る事項も取り扱っており、貿易振興に関して最も大きな影響力を有する省の１つである。

　商業省は、４年ごとに輸出政策及び輸入政策を個別に作成している。ただし、輸出政策

と輸入政策の両方を総合的に網羅するような貿易政策は作成されていない。このことは、

バングラデシュにおいて、総合的な貿易政策がとられていない表れのひとつとなってい

る。最新の輸出政策６は「輸出政策 2003-2006（Export Policy 2003-2006）」であるが、今

後、輸出多様化をどのように進めていくかの具体性に欠けており、その内容は不十分であ

る。また、輸入政策７としては「輸入政策令（Import Policy Order 2003-2006）」があるが、

この題名が示すように、厳密には輸入政策というよりも、輸入を実施するうえでの制約を

記載したものであり、戦略的な方針を織り込んだ輸入政策とはいい難いものである。この

ように、商業省の貿易政策立案機能は明らかに不足している。

　傘下には、貿易振興に関係する重要な機関として、バングラデシュ関税委員会

（Bangladesh Tariff Commission：BTC）及び輸出振興庁（Export Promotion Bureau：EPB）

がある。

（2）バングラデシュ関税委員会（Bangladesh Tariff Commission：BTC）

　バングラデシュ関税委員会（BTC）は基本となる関税政策の立案、実施を行うことがそ

の基本的な責務であるが、実際には、歳入面を担当する財務省傘下の国家歳入庁（National

Board of Revenue：NBR）の強い影響を受けている。

（3）輸出振興庁（Export Promotion Bureau：EPB）

　輸出振興庁（EPB）は輸出振興に関する企業への相談窓口（輸出振興の One-Stop-Shop

機能８）として機能すべく設立された機関９であり、以下の機能を有する。しかしながら、

EPB の企業に対する OSS 機能は不十分である。

５ チッタゴンEPZで訪問した企業3社(繊維産業)は、労働組合のストライキ等による製造工程への影響をかなり懸念していた。
６ 輸出政策は首相、すべての大臣及び主要な民間団体から構成される「National Committee on Exports」において最終決定される。
７ 輸入政策は、商業省大臣及び輸入・輸出に関する主任管理官（Chief Controller of Import and Export：CCIE）から構成される「Import

Consultation Committee」において最終決定される。
８ 主なOSS機能は、顧客である企業に対し、①必要な情報を的確かつタイムリーに提供すること、及び②輸出振興につながる有益

なコンサルテーションを実施することである。
９ ダッカ及び地方にある事務所を合わせると約250人のスタッフを有する。
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①　輸出政策の基本骨子の作成及び商業省への答申

②　貿易に関する情報の集積・提供及び個別企業の輸出振興に関するアドバイスの実施

③　国際品評会の開催あるいは産業団体設立の支援

④　各種産業・団体ごとの会議開催等の支援

⑤　輸出統計資料の作成

２－１－３　財務省（Ministry of Finance：MOF）及び傘下機関

（1）財務省

　財務省（MOF）は国家財政の歳入及び歳出を管轄している省であり、輸出補助金の決定

を管轄する財務局（Finance Division：FD）、対バングラデシュ援助の窓口として機能する

経済関係局（Economic Relations Divisions：ERD）を有するほか、その傘下に、国家歳

入庁（NBR）、バングラデシュ中央銀行（Bangladesh Bank：BB）の各機関を有する。

（2）国家歳入庁（National Board of Revenue：NBR）

　国家歳入庁（NBR）は国家歳入を管理するとともに、税収に関するすべての政策立案を

担当しており、歳入の多くを占める関税率の決定に大きな影響力を有している。

　2002 ～ 2003 年の国家予算では、バングラデシュの関税（Customs duty）及び付随する

補助関税（Supplementary Duty：詳細は後述）の収入だけで歳入の約 33 ％を占める。こ

のように、歳入の多くを関税収入に頼らざるを得ない状況は、関税改革を阻害し、貿易振

興を妨げる大きな制約要因にもなっている。

（3）バングラデシュ中央銀行（Bangladesh Bank：BB）

　バングラデシュ中央銀行（BB）は貿易に影響を与える金融政策を立案、実施する機関で

あり、特に、為替政策、金利政策等を担当している。

２－１－４　工業省（Ministry of Industry：MOI）及び傘下機関

（1）工業省

　工業省（MOI）は個別の産業政策の立案、実施を担当する省である。商業省との対比に

おいては、中小企業振興を含めた国内産業支援、民間開発支援を中心に、活動を展開して

いる。貿易と関連した部門としてはバングラデシュ標準検査機関（Bangladesh Standards

and Testing Institution：BSTI）をその傘下に有する。

（2）バングラデシュ標準検査機関（Bangladesh Standards and Testing Institution：BSTI）

　バングラデシュ標準検査機関（BSTI）は現在 487 人のスタッフと 1,000 人の外部有識者

による産業ごとの品質管理に関するアドバイザーを有し、品質規格の認定、管理及び品質

向上の推進機関として存在する。特に、BSTIは外国の要求する品質基準を収集し、関係す

る産業に対し、必要な情報を提供するとともに、バングラデシュの輸入品の品質基準を確

定するなど、貿易振興に大きな影響を与える機関である。

　しかしながら、スタッフの国際品質基準に対する知識、認識が弱く、国際品質に関する

情報提供が十分なされていないなど、そのスタッフに対するキャパシティー・ビルディン
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グ（品質管理能力、国際品質基準に関する情報収集能力等）が大きな課題となっている。

　貿易に直接あるいは間接に関連するその他の主な省は以下のとおりである。

Ministry of Agriculture

Ministry of Communications

Ministry of Civil Aviation and Tourism

Ministry of Cultural Affairs

Ministry of Environment and Forest

Ministry of Expatriate Welfare and Overseas Employment

Ministry of Foreign Affairs

Ministry of Fisheries and Livestock

Ministry of Health and Family Welfare

Ministry of Housing and Public Affairs

Ministry of Labour and Manpower

Ministry of Law, Justice and parliamentary Affairs

Ministry of Local Government, Rural Development and Cooperatives

Ministry of Planning

Ministry of Post and Telecommunications

Ministry of Power, Energy and Mineral Resources

Ministry of Shipping

Ministry of Science and Information & Communication Technology

Ministry of Textiles and Jute

２－２　バングラデシュの貿易及び貿易政策の概要

２－２－１　貿易の概要

　１億4,600万人の人口を有するバングラデシュは１人当たりGDPが400ドルの最貧国（Least

Developed Countries：LDCs）として位置づけられている。

　世界銀行10 によれば、2003 年度の GDP は 564 億 7,500 万ドルである。また、アジア開発銀

行（ADB）11 の調査によれば、経済構造的（金額評価）には、農業 21.0％、工業 25.3％、その

他サービス業 53.7％となっている。

　国際収支の構造としては、2003 年度では、財・サービスの輸出が 73 億 7,900 万ドル（輸出の

GDPに占める割合は 14.2％）であるのに対し、輸入が 102 億 8,500 万ドルであり、29億 600 万

ドルの貿易赤字である。さらに純所得も３億 5,800 万ドルの赤字であるが、強力な海外送金

（34 億 4,000 万ドル）に支えられて、経常収支は１億 7,600 万ドルの黒字となっている。

（1）輸　出

　EPB の発行している「Bangladesh Export Statistics 2002-2003」によれば、金額評価に

10 World Bank : WDI Data Query, http://devdata.worldbank.org/data-query/
11 Asian Development Bank. www.adb.org
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よる 1972-1973 年当時の主な輸出品目はジュート製品（51.4％）、生ジュート（38.5％）、

皮革製品（4.6％）であり、既製服（Ready-Made-Garments：RMG）は輸出としてはほぼゼ

ロであったが、2002-2003 年の主な輸出品目は RMG（75.0％）、冷凍食品（4.9％）、皮革

製品（2.9％）であり、ジュート製品及び生ジュートは両者を合わせても5.2％にすぎない。

このように、現在、バングラデシュは RMG 産業に特化した輸出構造になっている。これ

は、政府による様々な貿易支援策（特に安い労働力12を背景としたRMG産業の育成支援）

及びこれまでの多国間繊維協定（Multilateral Fibre Arrangement、MFA 2004年末で廃止）

に大きく起因している。

　現在の輸出先（2002-2003 年）としては、EUが最大の輸出相手先となっており、46.17％の

シェア（ドイツ：12.53％、英国：11.88％、フランス：6.39％、ベルギー：4.42％、オランダ4.24

％、イタリア：3.95％、スペイン：2.76％）を有し、米国（32.92％）、カナダ（2.60％）、日

本13（1.65％）がそれに続いている。しかしながら、2004 年末の MFA 体制の終了及び競

合する他国の台頭等の厳しい貿易環境下、RMG産業の強化あるいは輸出多様化が強く求め

られている。

　地域協力である南アジア地域協力連合（South Asia Association for Regional Cooperation：

SAARC14、７か国が加盟）の貿易状況としては、2002-2003 年では、バングラデシュから

これら加盟国への輸出は１億 2,084 万ドルにとどまり、バングラデシュの世界全体への輸

出総額の 1.85％を占めるにすぎない。

12 世界銀行の調査によれば、バングラデシュの織物産業における労働賃金を100とした場合、インド、ベトナムは150、タイは225

である。Poverty reduction and Economic Management sector Unit, South Asia Region and International Finance Corporation, South Asia

Enterprises Development Facility, July, 2004 「Bangladesh: Growth and Export Competitiveness Draft」参照。
13 バングラデシュから日本への主な輸出品目は革（13.91％）、エビ（13.76％）、革靴（11.28％）、衣服（10.87％）、カメラ部品

（10.39％）等である。日本への総輸出金額は１億800万ドルである（EPB「Bangladesh Export Statistics 2002-2003」を参照）。
14 1985年に設立されたSAARCは、2006年１月より南アジア自由貿易協定（South Asia Free Trade Agreement：SAFTA）に向けた本

格的な活動を展開する予定である。2016年までに、SAFTAの完成をめざしている。

バングラデシュの バングラデシュの バングラデシュの
輸出金額 SAARC域内での 全世界への輸出に

（百万米ドル） 輸出シェア（％） 占める割合（％）

Bhutan 0001.57 001.30 0.02

India 0083.61 069.19 1.28

Maldives － － －

Nepal 0000.37 000.31 0.01

Pakistan 0031.53 026.09 0.48

Sri Lanka 0003.76 003.11 0.06

Total of SAARC 0120.84 100.00 1.85

Total of All countries 6548.44 － －

表２－１　バングラデシュの SAARC 加盟国への輸出状況（2002-2003 年）

（Source：Export Promotion Bureau：Bangladesh Export Statistics 2002- 2003）
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（2）輸　入

　バングラデシュ中央銀行15 の 2003 年調査によれば、主な輸入品目は資本財（31.3％）、

石油精製品（14.0％）、加工等に使用される生糸などの中間資材財（12.4％）、メタル（5.1％）、

穀物（4.6％）となっている。2002-2003年では、31億 900万ドルの貿易赤字を計上してい

るが、その要因としては、輸出加工品の生産のために使われる資本財、中間資材の輸入に

よるところが大きい。2003 年度のバングラデシュの主な輸入相手国は、インド（15.2％）、

シンガポール（11.2％）、中国（10.5％）、EU（9.6％）であり、日本は第５位の 6.8％を占

めている。2000 年度のバングラデシュの日本からの主な輸入品16（総計 509 億円）の内訳

は、機械類（54.7％）、金属品（27.6％）、輸送機械（18.9％）の順であり、その多くは資

本財、生産に使用される原材料等である。

　また、SAARC内の輸入に関しては、インドが最大の輸入相手国になっている。2001-2002

年の調査によれば、バングラデシュからインドへの輸出（生ジュート、化学肥料、冷凍魚

等）が 5,030 万ドル（全輸出額の 0.8％に相当）であるのに対し、バングラデシュのインド

からの輸入（機械、車、野菜、動物用飼料等）は 10億 2,160 万ドル（全輸入額の 12.0％に相

当）となり、大幅な輸入超過17 となっている。SAARC が今後、最大限にその機能を発揮

するためには、これら貿易不均衡の解消が必要である。

（3）投　資

　バングラデシュは、他国と比較しても、その投資額が小さいといわれるが、貿易に大き

な影響を与える投資状況は以下のとおりである。ただし、以下のBOIの外国直接投資の統

計では、投資を計画している金額を基準としているため、実際の投資としてとらえること

はできない 18。

15 Bangladesh Bank, www.bangladesh-bank.org
16 詳細は外務省「バングラデシュ国別評価調査　最終報告書2002年」参照。（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hyouka/

kunibetu/gai/bangladesh/kn01_01_index.html）
17 詳細については、Dr. M. A. Khan, Bangladesh Tariff Commissionsの 「Indo-Bangladesh Free Trade Area: Issues and Concerns、2003」

参照。
18 この差については、CPD (Centre for Policy Dialogue)の「State of the Bangladesh Economy, Early signals of FY 2005」あるいはDFID

の「Unleashing the Bengal Tiger Vol.1　2004」においても言及されている。

表２－２　2001 ～ 2003 年　３か年の投資額（登録ベース）

年　度 現地投資 外国直接投資 総　計

2001～ 2002 1,531 302 1,833

2002～ 2003 2,027 368 2,395

2003～ 2004（予想） 2,313 458 2,771

（Source：BOI　http://www.boibd.org/invest_stat.html#a1）

（単位：百万米ドル）
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用資材、織物等である。

（2）ライセンス取得

　ライセンス取得制度の目的は、ライセンス制度を通じた輸出量・輸入量制限による特定

産業の保護、ライセンス取得手続きに伴う収入等である。ライセンス制度は、企業の自由

な活動を阻害する要因になり得るものである。バングラデシュでは、企業が貿易を行う際

に必要となる輸入ライセンス制度は、1990年代に廃止された。しかしながら、石油精製品

あるいは塩の輸入に関しては、まだ民営化されておらず、これらの財の輸入に関しては、

実質的には、政府が 100％の輸入を独占している。政府が依然として、これらの財に対す

る輸入権限を保持しているという意味において、実質的には、これらの財に対する 100％

の輸入ライセンスが政府にあることを意味する。

（3）輸出補助金

　政府は貿易振興のため、様々な産業の輸出品目に対し、以下の輸出補助金21 を与えてい

る。輸出補助金は貿易体質強化・改善につながらない場合が多いという点で極めて問題で

ある。

（4）関税政策

　例えば、1991 -1992 年の加重されていない平均輸入関税率は 70.64％であったが、

2003-2004 年の平均輸入関税率は 18.82％となり、2005 年度には 16.5％22 にまで下げられ

ている。しかしながら、その関税引き下げの一方で、以下のような新たな関税に準ずる課

税（準関税：Para-tariff）が輸入品目に対し課せられ、その引き下げ効果は相殺されてい

る。実質的には依然として高い関税率23 のままである。

21 輸出補助金の決定は財務省の財務部の管轄である。
22 2005年度の数値は「Unlocking the potential: National Strategy for accelerated Poverty Reduction, General Economic Division, Planning

Commission, Government of the Peopleﾕs Republic of Bangladesh, 2004」の資料による。
23 バングラデシュの平均関税率は136か国中５位であり、南アジアのなかで一番高い（インド：10位、パキスタン：15位、ネパー

ル：18位、スリランカ：18位等）。「World Bank, 2004, Trade Policies in South Asia An Overview Vol II’」参照。

品　目 補助金率 品　目 補助金率

アパレル 5 自転車 15

ジュート 7.5 粉砕骨 15

皮革製品 15 工芸品 10～ 15

冷凍食品（エビ等） 10 ジャガイモ 15

表２－３　輸出補助金率（例）

（単位：％）

出所：JETRO 資料
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　このように関税率そのものは大幅に引き下げられたが、品目によっては実質的には関税

に準ずる税が課せられており、税収面では国家歳入に大きく寄与しているものの、加工貿

易を基本とするバングラデシュにおいて、このような実質的な高輸入関税は輸出加工区の

企業を除き、原材料の高コスト化を引き起こし、その輸出競争力を弱める負の影響を与え

ている。また、輸出振興のために様々な関税の払い戻し制度24（Duty-Draw-Back System）

を適用しているが、実際には迅速な払い戻しが行われず、この制度は、企業にとって貿易

振興の阻害要因のひとつになっている。

　特に、関税率の実質的決定はNBRが25、輸出補助金の決定は財務省の財務局が、輸入数

量規制枠の決定は商業省がそれぞれ個別に行っている。総合的な貿易政策の欠如は、バン

概　　　要

インフラ整備の支出費用に充当することを名目に、1997年に新たに

導入された課税制度であり、導入当初は2.5％の税率であったが、

2003年度現在は４％にまで引き上げられている。このインフラ整備

課徴金は 2004-2005 年の国家歳入の予算には適用されないことに

なったが、将来的には再度導入される可能性も否定できない。

補助関税であり、〔評価価格＋関税（CD）〕に対し、課税されるとい

う点では二重課税ともいえる。2003年現在では、この課税が691の

品目に適用されており、その関税適用率については 15％、25％、

30％、40％、50％、60％、75％とかなり高いものとなっていたが、2005

年では、15％、25％、30％と変更されている。

2001年に再度導入された課税制度であり、すべての品目に適用され

るのではなく、主に、漁業、農業（野菜）の品目に対する関税とし

て設置された制度である。５つの異なる税率（５％、10％、15％、

22.5％、30％）があり、2003年までは対象輸入品目の71％には30％

の課税率が適用されていた。規制関税は2004-2005年の国家歳入の

予算には適用されないことになったが、将来的には再度導入される

可能性も否定できない。

付加価値税そのものは、国内製品、輸入製品にかかわりなく適用さ

れるという点では中立的課税である。しかしながら、その課税対象

は、国内品に対しては、評価価格の15％であるのに対し、輸入品に

対しては〔評価価格＋関税（CD）＋RD税＋SD税〕に対して適用さ

れており、差別的課税システムとなっている。課税対象が異なる額

の分だけ、輸入は不利となる。また、VATは輸入した段階での支払

いが義務づけられており、輸入業者に対し大きな負担となっている。

表２－４　準関税

準関税

インフラ整備課徴金

（Infrastructure Development

Surcharge：IDSC）

補助関税

（Supplementary Duties：SD）

規制関税

（Regulatory Duty：RD）

付加価値税

（Value Added Tax ：VAT）

24 関税払い戻し制度：実際に輸入された原材料が加工され、製品の一部となり輸出された場合、加工に使われた輸入原材料の関税

の一部が、輸出企業の申告により払い戻される制度である。
25 関税率の決定は制度的にはBTCが行うが、実質はNBRの強い干渉が入る。
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グラデシュの貿易振興に深刻な影響を与えている。輸出振興のために、輸入関税をどうす

べきであるか、あるいは、貿易多様化には輸入・輸出の面から、どのような政策支援が必

要であるかといった輸出と輸入の両方を考慮した具体的な議論がされず、国家歳入を確保

するために関税をどう取り扱うかに大きな関心を寄せている。

　このような政府の枠組み及び貿易政策の現状において、実際に貿易を行う企業がどのよ

うな貿易振興上での制約あるいはその解消のためのニーズを有しているかを把握すること

は、今後の支援施策への展開において重要である。以下において、様々な機関によって調

査、分析された貿易振興制約要因及び制約要因解決のためのニーズを明らかにする。

２－３　バングラデシュの貿易振興制約要因及び貿易振興ニーズ

　バングラデシュの貿易振興を制約している要因あるいはそれに対応した制約要因解決のための

支援ニーズは、様々な公的機関、民間機関あるいはドナーによってこれまで調査されており、そ

の概要は以下のとおりである（制約要因の詳細については、付属資料２．英文報告書のAnnex14：

制約要因を参照。なおAnnex14の制約要因は英文報告書には添付されていないが、貴重な情報で

あり、本報告書には、添付している）。

貿易振興制約要因及び制約要因解決のための支援ニーズ（要約）

（1）一般的な貿易振興制約要因及びニーズ（特定の産業にかかわらず、貿易活動全般に関するもの）

・社会基盤（インフラ）整備の遅れが大きな貿易振興制約要因になっている。特に社会基盤整

備に対する長期的戦略が欠けている点が指摘されており、社会基盤の充実に対するニーズの

ほか、社会基盤整備の戦略立案に対する改善ニーズも高い。

・ガバナンス面については、責任の不明確性・不透明性及び行政管理能力、司法制度、買収・

汚職による公平性の不足等が制約要因となっている。ニーズは、その制約要因解消のための

諸施策（E- ガバナンスの推進、行政官の資質向上、司法制度の充実）の実施である。

・政策立案・実施面については、制約要因として、国家全体の経済政策、貿易政策、税政策、

競争を促進する政策、投資政策、輸出振興政策、農業振興政策、社会政策（労働環境整備な

ど）、教育政策、関税政策についての不備、不足が指摘されている。特に、10 年間にわたる

ような長期的戦略の立案あるいは貿易・投資振興の実施機関（BOI、EPB等）の活動内容に

対する改善ニーズが高い。

（2）特定の産業に関係する貿易振興制約要因及びニーズ

・既製服及び織物、工芸品、皮革製品、ジュート、農業生産及び農産物加工（含むお茶）、漁

業、生鮮野菜、セラミック製品、情報通信技術（ICT）、薬品及びパッキング部門に関して、

ほぼこれらの産業に共通する貿易振興上の制約要因は戦略立案能力、海外市場開拓能力、デ

ザイン力、生産能力、品質管理能力、人的資源、投資等の不足あるいは貿易環境（高い輸入

関税、知的インフラも含めたインフラ整備等）の未整備である。これらの不足、未整備はそ

の裏返しとして改善ニーズとなっている。特に市場開拓の方法あるいは技術面（デザイン、

品質管理、技術訓練、研究機能）の強化に関するニーズが高い。
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　以下において、貿易振興制約要因及びそれに対するニーズの詳細について記載する。

（1）一般的な貿易振興制約要因及びニーズ（特定の産業にかかわらないもの）

課題１：社会基盤（インフラ）整備

課題２：ガバナンス

貿易振興制約要因

１．責任の明確性及び透明性の欠如

２．行政管理能力の不足

３．司法制度の不備

４．買収・汚職による公平性の欠如

ニーズ

E-ガバナンスの推進による責任の明確化及び透明化

特に、貿易に関するE-ガバナンス（関税・税金支払い

について）の導入

行政官の能力向上のための訓練の実施

公務員の給与アップ

独立性をもった司法制度の構築

裁判の短縮化

裁判官の能力向上

法律の簡素化

司法に対するオンブズマン制度の導入

買収・汚職防止のためのオンブズマン制度の導入

貿易振興制約要因

１．電気、ガス、水道などのインフラ　

　整備の不足

　交通網（港湾、空港、道路、鉄道等）　

　整備の不足（整備に付随するソフト面

　の遅れも含む）

　情報通信網（電話、インターネット等）

　環境整備の不足

　社会基盤整備のための投資の不足

　交通政策の不足

２．社会基盤整備を担当する政府関係者

　のマネジメント能力の不足

３．電気・ガス・水道の供給を受けるた

　めのCorruption（買収・汚職）の横行

４．銀行制度の不備　

ニーズ

現行政策の見直し

今後の10年間の長期的社会基盤整備のための戦略づくり

利害関係のない独立的な機関によるビジョンづくり

インフラ整備の促進（投資の促進）

マネジメント能力向上のためのキャパシティー・ビルディング

民間セクターの活用

公共部門の民営化検討（特に、港湾等）

公共部門の法の見直し（公共料金体系の見直しを含む）

コンピューターによるE-ガバナンスの促進

政治的労働組合に対する活動規制

銀行制度の見直し
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課題３：政策立案・実施

貿易振興制約要因

１．国家全体の経済政策の不備

２．貿易政策立案機能の不足

　（戦略の不足、政策立案スタッフ

　の能力不足等）及び貿易振興環境

　の未整備

３．税制度の不備

　（複雑な税制度、買収・汚職の

　横行）

４．効率的な関税政策の不足

　（非効率な通関制度も含む）

５．競争的政策の欠如

　（競争原理にさらされていない厚

　遇された官企業の存在）

６．投資振興機能の不足〔投資支援

　機関（BOI、BEPZA）の機能不足

　等〕及び投資振興施策の不足

ニーズ

国家全体の経済政策の改善

〔今後の10年間にわたる長期的戦略づくり、関係機関との連携を

図ったマクロ経済政策づくり、財政を管理する財務省によるイニ

シアティブの発揮、行政官の能力向上のための訓練の実施、民間

との連携強化（情報の共有化）、規制による影響評価の実施、ビジ

ネス創造、品質改善のための諸政策の構築〕

貿易政策立案機能の改善

〔貿易振興を阻害する諸施策の見直し、貿易政策立案に関する機能

強化（ドーハ協定、WTO協定の遵守、輸入関税の見直し等）、貿

易関係機関に対する商業省のイニシアティブ強化、バングラデ

シュ外国貿易研究所（BFTI）の機能強化〕

貿易振興環境の整備

〔海外直接投資（FDI）の促進、知的財産所有権（Intellectual Property

Rights：IPRs）ルールの確立のための支援及びこれらを実施するた

めのキャパシティー・ビルディングの実施〕

税制度の改善

（E-ガバナンスの推進による責任の明確化及び透明性化、税制度の

民間への教育・普及）

関税に関する改善

（関税政策改善：NBRなどの機関による関税政策改善のためのタ

スクフォースの設置）

通関制度の改善

〔港での関税に関する申告書類の削減（効率的な通関制度の促進）、

関税に関するE-ガバナンスの導入、船積み前検査（Pre-Shipment-

Inspection）の再導入による汚職の排除〕

競争原理導入を目的とした公企業の民営化政策の推進

投資振興機能の強化

〔BOIの企業支援機能強化、BOIスタッフの能力向上のための訓練

の実施、BOIスタッフに対する効果的評価システムの検討（ボー

ナス制度等）、BOI による土地とローンの提供の仕組みづくり、

BOIによる一括したライセンス許認可制度の実施、BOIによる貿

易手続きに関する訓練の実施、BOI/EPB/MFA（Ministry of Foreign

Affairs）の連携強化〕

新しい投資振興施策の展開

（新しいEPZ構築の検討、貿易及び投資に関するE-ガバナンスの

導入、インダストリアルパーク建設の推進、BEPZAとの協力推進、

外国資本とローカル資本の提携促進、投資手続きの簡素化）
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貿易振興制約要因

７．輸出振興機能の不足　

　（戦略の不足、貿易関連情報網の

　不足、政策実施スタッフの能力の

　不足、提供支援メニューの不足等）

８．農業振興機能、施策の不足

　（国際品質基準に対する認識の

　甘さ）

９．社会政策（労働環境整備など）、

　教育政策の不足　

ニーズ

輸出振興機能の強化

（５か年の輸出促進戦略の構築、商業省と産業省の連携強化、EPB

スタッフに対する訓練、EPBとBOIの合併、民間資源の活用、輸

出に関するE-ガバナンスの導入）

農業政策に関する諸政策の実施

（農業に関する長期的戦略づくり、農業育成のための訓練の実施、

生産性向上指導、市場情報の整備、港での検疫体制の整備）

社会政策・教育政策に関する諸政策の実施

〔公務員の権利・義務の再評価、政治とは隔離された公務員のあり

方の検討、国際労働機関（ILO）ルールの徹底、小学校から大学ま

での教育システム・内容の充実、ジェンダー教育の充実〕
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（2）特定の産業にかかわる貿易制約要因及びニーズ

課題１：既製服（Ready-Made-Garments：RMG）、織物、工芸品、皮革製品及びジュート

貿易振興制約要因

１．投資及び研究開発（R&D）の不足　

２．低い生産性（デザイナー不足、人的資源の不

足、技術訓練の不足）

３．先進国ニーズ（価格、品質、納期）の把握不

足（マーケティング能力不足を含む）

４．機能的でない輸出インセンティブ（輸出し

た際の機能的でない関税払い戻し制度26）

５．インフラの整備の遅れ（電気、ガス、港湾等

の交通未整備が商品の高コスト化の原因のひ

とつとなっている）

６．高い金利

既製服（Ready-Made-Garments：RMG）及び織物

１．Post-MFA 後の厳しい国際競争下、RMG産

業に対する戦略の欠如

２．競争力のない企業（国内の第一次織り糸生

産業者等）への過度の保護　（インドとの自由

な原材料移動に対する規制）

３．輸入原材料の価格高騰による国際競争力の

減退

皮革製品

１．品質テスト設備等の不足

２．原料となるハイドの寡占による供給不足及

び価格の高騰

ジュート

１．ジュート製品の多角化の限界

２．外国の高輸入関税による価格競争力の低下

ニーズ

FDIの促進、R&D推進のための支援の実施

マネジメント、品質管理、デザイン力、技能向上

のための訓練の実施

市場開拓のため、EUから海外市場開拓のできる

エージェント採用の推進、効果的展覧会の実施、

市場多様化のための支援

輸出業者にとって、明確かつ簡素な輸出インセ

ンティブの導入（加工に使用される輸入原材料

の関税率引き下げ等）

インフラ整備の推進

低金利融資の推進

Post-MFA後の実践的な戦略づくり

強い産業の育成及びクラスター形成の促進

競争を阻害することにつながる要因（インド産

の織り糸の輸入規制等）の排除

関税制度の見直しを含む柔軟な原料供給体制づ

くり

品質テスト設備の充実

柔軟な原料供給体制づくり

デザイン力、品質向上のための支援

外国の高輸入関税率引き下げへの努力

（共通の制約要因及びニーズ）

（産業ごとの制約要因及びニーズ）

26 関税の払い戻しを受けるためには、輸出企業による複雑な申告書類の作成が必要であるうえ、実際に払い戻しが行われるまでに、

かなりの時間（遅い場合１年ぐらい）を要するなどの問題がある
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課題２：農業生産物、農産物加工（Agriculture & Agro-processing；生鮮野菜、冷凍農産物、

　　　　お茶も含む）、漁業

貿易振興制約要因

１．マーケティング能力不足

　（現在の市場動向調査、潜在的市場開拓能力の

不足、先進国の求める製品レベルの理解不足）

２．低い労働生産性

３．国際品質水準に対する認識の甘さ、低い品

質管理技術

４．低品質なパッキング資材

５．インフラ（電気、灌漑設備、交通網等）整備

の遅れ

６．環境への悪影響

７．高い金利

農業生産物及び農産物加工（Agriculture &

Agro-processing；冷凍農産物、お茶も含む）

１．複雑な土地使用、過度の肥料使用による土

地生産性の低下

２．低い農業技術及び技術移転の不足

３．国内種（コメ、小麦、等）産業の保護による

原材料コスト高

４．過度にコメに依存した農産物構成

５．知的所有権保護の欠如

生鮮野菜

１．不十分な水の確保

２．冷凍保存設備の不足

３．冷凍品の輸送体制の不備（Cold chainができ

ていない）

４．その他

漁　業

１．不十分な漁場開拓

２．冷凍保存設備の不足

３．冷凍品の輸送体制の不備（Cold chainができ

ていない）

４．公的検査試験所の不足

５．所有権の不明確さ

６．エビの生産に適したエリア確保の困難性

ニーズ

市場開拓に対する支援（能力開発を含む）

技術向上、生産性向上に関する戦略づくり

キャパシティー・ビルディングの実施

国際水準をめざした品質向上に関する戦略づくり、

R&Dの推進、外国とバングラデシュの研究機関の

連携強化、キャパシティー・ビルディングの実施

カートン輸入制限の撤廃

インフラ整備、FDIの促進

環境に配慮した戦略づくり

低金利融資の推進

土地生産性の向上のための支援

農場診断及び個別農家への技術協力の実施

柔軟な原料供給体制づくり（海外からの安価な

原料の輸入仕組みづくり）

市場開拓のための支援

所有権ルールの明確化

灌漑施設の整備

冷凍保存設備充実のための支援

冷凍品輸送体制の構築

コスト削減に向けた太陽光発電の推進

漁場開拓のための戦略づくり

冷凍保存設備充実のための支援

冷凍品輸送体制の構築

公的検査試験所の充実

所有権ルールの明確化

エビ生産場開拓ための戦略づくり

（共通の制約要因及びニーズ）

（産業ごとの制約要因及びニーズ）
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課題３：セラミック

課題４：ICT

課題５：薬品

貿易振興制約要因

１．投資不足

２．低品質な製品

３．ICT技術労働者（含むソフトウェア開発）の

不足

４．情報インフラ（インターネット接続環境等）

整備の不足

５．明確な知的所有権保護のための法的整備の

不足

６．ソフトウェアの開発不足

７．その他

ニーズ

ICT育成のための政府戦略の明確化

ICT育成が重要事項であることの普及、学生の

外国との相互交流の実施、学校への ICT関連施

設の充実、ICT技術のビジネス管理への適用促進

貿易振興制約要因

１．巨大投資の不足

２．知的所有権に対する保護の不足

３．薬品原材料の輸入及び完成薬品の輸出ルー

ルの不明確性

４．公的検査試験所の不足

５．その他

ニーズ

FDIの促進

国際知的所有権保護制度の国内への普及

薬品原材料の輸入及び完成薬品の輸出ルールの

明確化

公的研究所の設置

R&D機能強化につながる学生支援人的交流プロ

グラムの実施、薬品認可システムの簡易化

貿易振興制約要因

１．技術者、デザイン力の不足、品質管理能力の

不足

２．機能的でない輸出インセンティブ

　（機能的でないDuty-Draw-Back制度等）

３．インド市場への参入の遅れ

４．公的検査試験所の不足

５．インフラ整備（電気、港湾等）

６．高品位な国内原材料の不足

７．原材料となる粘土加工産業への投資不足

ニーズ

デザイン、品質管理、生産技術向上のための訓

練実施

グラスセラミック研究所の機能向上

輸出業者にとって、明確かつ簡素な輸出インセ

ンティブの導入（加工に使用される輸入原材料

の関税率引き下げ等）

市場開拓のための支援

公的検査試験所の充実

インフラ整備、FDIの促進

ローカル原材料の使用を目的とした総合的戦略

の立案、技術投資の推進

企業のファイナンシャルアクセスの構築



－ 115 －

課題６：パッキング 27

課題７：観光

２－４　実施中又は計画中のドナーによる貿易振興支援

　貿易振興制約要因の解決を支援するために、ドナーは様々な支援プロジェクトを実施あるいは

計画している。主なドナーの活動概要は以下のとおりである。

２－４－１　アジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）

　ADB はこれまで、資本市場の整備（1998 ～ 2003 年）、発電機建設（2003 年～現在）などの

支援を実施してきたが、今後は、貿易振興に直接関係する港湾への積極的な支援を図るため、

「チッタゴン港貿易促進プロジェクト（Chittagong Port Trade Facilitation Project）」（2004 ～

2006 年、3,060 万ドルの予算）を実施する予定である。これは、貿易振興の大きな制約要因の

ひとつであり、ニーズの高い港湾のオペーレーション能力を高めるため、①港湾内の道路整

備、②通関処理の円滑な運営のための「ASYCUDA (Automated System for Customs Data)++」

システム導入支援を目的とした技術プロジェクトであり、2004 年末より基本設計調査に入っ

た。

２－４－２　カナダ国際開発庁（Canadian International Development Agency：CIDA）

　CIDA は 2000 年から 2003 年にかけて、CPD（貿易も含めた政策提言、政策評価を行うシン

クタンクの１つ）に対し、貿易政策提言につながる分析能力の向上を目的としたキャパシ

ティー・ビルディング（200 万カナダドルの予算）を実施したほか、商業省に対し、スタッフ

のキャパシティー・ビルディング（2004 ～ 2006 年、262 万カナダドルの予算）などの支援を

中心に、その活動を展開している。

　今後も、貿易振興の大きな制約要因でありかつその支援ニーズの高い、スタッフのキャパシ

貿易振興制約要因

１．観光振興戦略の不足

２．観光振興のための政府、民間の人的資源の

不足

３．観光インフラの未整備

４．市場開拓能力の不足

５．政府援体制の不足

ニーズ

観光振興の戦略の立案

観光振興のための政府、民間のキャパシティー・

ビルディング

観光インフラの整備

市場開拓能力向上のためのキャパシティー・ビ

ルディング

政府支援体制の充実

貿易振興制約要因

１．輸入関税による国際競争力の低下

２．紙・包装紙材産業への投資不足

３．デサイン能力の不足

４．低品質なパッキング

ニーズ

関税の見直し

投資促進

デザイン力アップのための訓練

国際水準（EU水準等）に合うための品質改善訓練

27 パッキング産業における企業とは、製品梱包に使用される紙・包装資材を製造する企業及び梱包用の箱を製造する企業等である。
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ティー・ビルディング（特に政策立案能力向上）に重点を置いた支援活動を、商業省（2005 ～

2010 年、 200 万カナダドルの予算）、CPD（2004 ～ 2009 年、600 万カナダドルの予算）、バン

グラデシュ中央銀行の研究機関（2004 ～ 2007 年、1,200 万カナダドルの予算）に対し、行う予

定である。

２－４－３　英国国際開発省（Department for International Development, UK：DFID）

　DFID はこれまで、政府の関係機関（商業省、BTC 等）スタッフへの貿易に関するキャパシ

ティー・ビルディング（WTO 関連等）を実施してきた。また、2002 年から 2007 年にかけて

は、関税政策に大きな影響を与えている NBR のスタッフに対するキャパシティー・ビルディ

ングを実施するなどの幅広い活動を展開している。

　特に、2003 年には商業省、EU 等と共同で、バングラデシュ外国貿易研究所（Bangladesh

Foreign Trade Institute：BFTI）を設立している。この BFTI は、①貿易拡大及び多様化促進の

ためのシンクタンク的機能、②貿易政策を立案する商業省及びそれに関連する機関及び民間機

関の貿易に関するキャパシティー・ビルディング（特にWTOの枠組みへの理解を深める等）、

③その他官民の貿易実務に関するスキルアップ等の実施を目的に設立された貿易振興に特化し

た官民一体型28の研究機関であり、貿易に関する情報提供のセンター的役割を担うことをめざ

している。これまで、BFTI はその本格的な活動をスタートさせるには至っていなかったが、

2005 年より本格的な活動を実施する予定である。今後、DFID 及び EU は BFTI の機能強化の

ための積極的な支援を実施する（DFID の予算 2005 ～ 2010 年 50 万ポンド、2005 ～ 2010 年 230

万ユーロ）。

　さらに、バングラデシュと近隣地域（特に北部インド地域）との貿易振興上での制約要因及

びそのニーズ調査を SEDF（South Asia Development Facilities）と展開している（DFID 2002

～ 2007 年：568 万ポンドの予算）。

２－４－４　欧州連合（European Union：EU）

　EU は JICA と協力して、2004 年３月から４月にかけて、貿易振興に関する制約要因及びそ

のニーズの調査を実施したが、今後も、以下のような活動の継続及び新規の活動を積極的に展

開していく予定である。

28 17名の取締役メンバーは次のとおり。MOC：５名、BOI：２名、BEPZA：１名、EPB：２名、MFA（Ministry of Foreign Affairs：

外務省）：２名、DCCI（Dhaka Chamber of Commerce and Industry：ダッカ商工会議所）：２名、FBCCI（Federation of Bangladesh

Chamber of Commerce and Industry：バングラデシュ商工会議所連合）：２名、BGMEA（Bangladesh Garments Manufacturers and

Exporters Association：バングラデシュ縫製製造業者・輸出業者協会）：１名
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　これらに加えて、上記のような具体的なプロジェクト活動ではないが、EUは現在、2006 年

から 2015 年に適用される新GSP29（Generalized System of Preferences：一般特恵関税制度）及

び特にバングラデシュに対する ROO30（Rule of Origin：原産地ルール）の見直しを行ってい

る。EUとしては、少なくとも現在の複雑な ROO ではなく、簡素な形での ROO をバングラデ

シュにおいて適用すべく、準備を進めている。欧州市場がRMGの大きな市場となっているバ

ングラデシュでは、この原産地ルールの扱い方がその輸出に大きな影響を与えるものと思われ

る。

２－４－５　FIAS（Foreign Investment Advisory Service）

　FIASはこれまで、BOIに対するキャパシティー・ビルディング等を中心に活動してきたが、

今後は、主要なドナーにより現在設計が進められているPSDSPの活動の枠組みのなかで、その

整合性をもちながら、行政障壁調査（Administrative Barriers Study：ABS）及び行政による非

効率な干渉（Intervention）を減らしていく活動を展開する。特に、FIAS は今後、輸出振興の

実施機関であるEPBあるいは輸出振興の強力なエンジンとなり得る輸出加工区をその分析対象

とし、様々な提言を行っていく予定である。

２－４－６　日本貿易振興機構（Japan External Trade Organization：JETRO）

　毎年、EPBのスタッフに対するキャパシティー・ビルディングのための研修を１～２か月に

（EUの活動内容）

29 一般特恵関税制度（GSP : Generalized System of Preferences）は、開発途上国から輸入される一定の農水産品、鉱工業産品に対し、

一般の関税率よりも低い税率（特恵税率）を適用する制度である（外務省ホームページhttp://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/t_kanzei/

参照）。
30 開発途上国からの先進国への加工品などの輸出の場合、製品に対する途上国の資源・原材料等の付加価値の程度により、その商

品に対する関税率が異なる場合があり、ROOはその基準を意味する。

期　間

2005～ 2010年

2005～ 2010年

2005～ 2010年

2005～ 2010年

2003～ 2008年

2004～ 2006年

2005～ 2006年

活動の内容

DFIDと協同によるBFTIの育成支援

商業省のスタッフに対するWTO 関連を中心とした

キャパシティー・ビルディングの実施

Trade Defense Mechanismの構築（BTCスタッフのキャ

パシティー・ビルディングの実施）

海上輸送サービスに関する法的枠組みの見直しのため

の支援

BSTIスタッフのキャパシティー・ビルディング

ガーメント、エビ、漁業等を中心とした個別産業の品

質向上に関する支援〔EU、国際貿易センター（ITC）、

国連工業開発機関（UNIDO）の協同支援〕

小規模プロジェクト促進（貿易に関連する研究助成、

起業家育成支援等）の実施

小規模RMG企業の育成支援

予　算

230万ユーロ

136万ユーロ

50万ユーロ

120万ユーロ

総計1,350万ユーロ

（うちEC は1,000万ユーロ）

300万ユーロ

80万ユーロ
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わたり実施しているほか、進出している日本企業あるいは進出を考えている日本企業に対し、

投資手続きなどの有益な情報を提供している。

２－４－７　JICA

　これまで、バングラデシュに対し、WTO関連などの貿易基礎知識に関する研修を 2001 年か

ら2005年にわたり実施した。2005年度には、この研修に加え、貿易振興につながる機関（BOI

等）のスタッフに対するキャパシティー・ビルディング、貿易と投資保険に関する研修の実施

など、政府スタッフに対する人材育成を中心とした活動を積極的に展開する予定である。

２－４－８　南アジア企業育成ファシリティ（South Asia Enterprise Development Facility：SEDF）

　SEDFはADB（アジア開発銀行）、CIDA、DFID、EU、IFC（International Finance Corporation:

国際金融公社）、オランダ及びノルウェーの各政府の資金によって設立され、実質的にはIFCが

その経営管理を行っている。SEDFの今後の貿易に関連した主な活動としては、DFIDと協調し

てのバングラデシュと近隣地域（特に北部インド地域）との貿易振興上での制約要因及びニー

ズ調査の展開が主な活動となる。

２－４－９　世界銀行（World Bank：WB）

　1996 年から 2005 年にかけて、バングラデシュ貿易多様化促進プロジェクト（Bangladesh

Export Diversification Project　4,500 万ドルの予算）を実施した。その間、貿易に関する各種

の実態調査を行い、貿易振興の制約要因についての分析31を多数実施している。本調査期間中

の 2005 年３月 10 日には商業省大臣、世界銀行経済分析担当上級副社長、関係する官民機関、

ドナーを招集しての貿易振興のフォーラムを開催した。フォーラムにおいては、貿易の現状を

正しく認識し、国際競争力を高めるための有効なツールとして、原材料の購入から販売までの

バリューチェーン分析の必要性が説かれ、いくつかの輸出品目（野菜、革製品等）に対する分

析結果も提示された。このアプローチは今後、必要となる輸出多様化にも十分適用され得る手

法であり、関係機関の深い理解が求められるべきものである。世界銀行は貧困削減戦略文書

（PRSP）の作成支援をその基本に置きながら、今後も、このような分析あるいはフォーラム開

催などの活動を通じ、貿易振興を展開する。

　また、世界銀行は、貿易振興において重要なインフラ整備にかかわるものとして、継続プロ

ジェクトである通信における制度改革、キャパシティー・ビルディングに関する技術的支援

（2003 ～ 2008 年、912 万ドルの予算）、農村部への電力供給支援プロジェクト（2002 ～ 2008

年、１億 9,080 万ドルの予算）のほか、今後は、パワー部門の制度改革、キャパシティー・ビ

ルディングに関する技術的支援（人材育成、組織の見直し等、2005 ～ 2008 年、1,550 万ドルの

予算）を実施していく予定である。

　さらに、世界銀行の国際開発協会（International Development Association：IDA）は 2005 年

から 2006 年にかけて、ICT分野での製品・市場開拓の支援を実施する予定である（300 万ドル

の予算）。

31「World Bank: Trade policies in South Asia: An overview, VOL 1, 2 and 3  Poverty Reduction and Economic Management Sector Unit, South

Asia Region, 2004」などは、バングラデシュの貿易制約要因を考えるうえで非常に参考になるものである。
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２－４－ 10　貿易振興に関する今後のドナー活動について

　各ドナーの今後予定している主な活動は大きく分けて、以下の３つである。

（1）貿易振興に関係する政府及び民間機関のスタッフのキャパシティー・ビルディング（特

に政策立案機能の強化）

（2）国際競争力強化につながる支援（貿易振興につながる各種調査、品質改善等の個別産業

への支援）

（3）インフラ整備への技術的支援

　

　これらドナーによる活動は、既述した貿易振興の制約要因あるいはニーズに基づいたもので

あり、必要不可欠であるが、今後は、具体的な社会基盤（電気、水道、ガス、港、鉄道、道路、

空港）整備に対する金融面からの支援をどのように構築していくかも、貿易振興のうえで大き

な鍵となるものと思われる。

２－５　提　言

　EC/TNA調査チームは、貿易振興に関する様々な調査結果を基に、貿易振興に資する支援の方

向性を明らかにした（詳細については、付属資料２．英文報告書の第３章及び第４章を参照） 。

キャパシティー・ 新規研究
ドナー 規制改革 ビルディング

機関の設置
国際競争力強化につながる支援

（主な対象）

ADB （チッタゴン港の整備に関する技術的支援）

CIDA （MOC/CPD）

DFID （MOC、NBR）
（BFTIの設置

（北部インド地域との貿易促進 with SEDF）
with EC）

〔ガーメント、エビ、漁業産業等への品質工向支援、

EU

（MOC、BTC、
（BFTI の設置 海上輸送に関する法的枠組みの見直し、小規模プロ

　
BSTI、BFTI

with DFID） ジェクト促進（貿易に関連する研究助成、起業家育
等）

成支援等）の実施、小規模RMG産業の育成等〕

FIAS （ABS研究） （世界の経済特区研究）

JETRO （EPB）

JICA （GoB、BOI等）

SEDF （北部インド地域との貿易促進 with DFID）

（国際競争力に関する調査）

WB （IDA:ICT分野における製品、市場開発のための技術

的支援）

表２－５　今後の貿易振興支援に関する主要ドナーの主な活動内容マトリックス

GoB：バングラデシュ政府（Government of Bangladesh）
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２－５－１　今後の貿易振興に関し、支援すべき内容

（1）貿易政策に関係する支援の必要性

①　貿易政策立案機能に関する支援強化

・輸出、輸入を含めた総合的な貿易政策立案機能強化のための支援

　貿易政策は貿易振興の基本であり、輸出、輸入を含めた総合的な貿易政策の立案は

欠かすことのできないものであり、そのための支援が必要である。また、貿易関連法

の改正への支援も必要である。

・輸出多様化政策の立案機能強化のための支援（カスタマーオリエンテッドに立った輸

出多様化政策の立案）

　輸出多様化のために、特定の産業及び財に関して、外国のカスタマーニーズを調査、

分析し、それを貿易政策に織り込むミクロ調査、分析の機能をもつ首尾一貫した継続

性のある政策提言を行う機能が必要である。

　　　

（2）貿易促進・多様化の推進

①　輸出振興面からの支援

・EPBの組織、機能の見直しに関する支援

・品質管理能力向上のための支援

・通関機能強化のための支援

　通関時間の短縮は貿易振興には必要不可欠であり、通関を担当する部署の人材育成、

システム改善等の支援が必要である。特に、チッタゴン港の通関を担当する人材に対

する育成は必要である。

②　投資面からの支援強化

・BOIのOSS機能強化、投資に関する行政障壁に対する改善、FDI投資環境の整備、土

地所有権の徹底、投資登録の簡素化等の投資面からの更なる支援が必要である。

（3）WTO 関連に対する支援強化

・バングラデシュの商業省が担当しているWTO 事項につき、依然として、その担当者の

知識、理解が不足しており、更なるキャパシティー・ビルディングの実施が必要であ

る。そのひとつの方法として、設立されたばかりの BFTI の強化を図るとともに、BFTI

によるWTO関連に関する商業省スタッフへのキャパシティー・ビルディングを実施し

ていくことが考えられる。

（4）インフラ及び輸送体制に関連する支援の必要性

・インフラ及び輸送体制に関する支援強化

　インフラ及び輸送体制に関する支援は、現在最も必要とされているものである。ADB、

世界銀行を中心に様々な技術的支援が展開されているが、今後も更なるインフラ整備及

び輸送体制の構築のための資金的、技術的支援が必要である。

　特に、輸送政策立案を担当する省庁スタッフへのキャパシティー・ビルディングある

いはインフラ整備によるコスト・ベネフィット分析等の実施が必要である。
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（5）特定の産業に対する支援

・制約要因であげた産業〔①既製服、織物、工芸品、皮革製品、ジュート、②農業生産及

び農産物加工（含むお茶）、漁業、生鮮野菜③セラミック製品、④ ICT、⑤薬品、⑥パッ

キング、及び⑦観光〕に対する個別支援が必要である。これらに関しては、ニーズで記

載した内容がそのまま、支援すべき内容となるが、

－市場開拓能力にかかわるもの

－デザイン能力向上にかかわるもの

－生産性あるいは品質の向上など、スキルにかかわるもの

－知的所有権にかかわるもの

など、多岐にわたる。

　最後に、EC/TNA チームは、必要不可欠である上記項目に対する支援を含め、中・長期的な

観点から、貿易振興のための５つの強化すべき点を明示した。

①　貿易発展 （貿易政策立案機能、実施機能）の強化

②　ガバナンスの強化

③　WTO に関するキャパシティー・ビルディングの推進

④　インフラ整備、輸送体制整備の推進

⑤　その他（農業、社会政策、教育政策の改善）

　貿易を振興するためには、貿易振興のための直接支援のほかに、中・長期的観点から、貿易

振興に欠かすことにできないガバナンス、社会政策、教育政策などに対する配慮も必要であ

る。その点を強く認識したうえでの貿易振興支援を実施していかなければならない。特に、今

後の貿易振興には、ジェンダー、児童労働力（Child labour）の排除、環境等に配慮した形での

展開が必要である。
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第３章　貿易振興における JICA の取り組みへの提言

　EC/TNAの調査結果からは、他ドナーの活動と重複せず、整合性があり、かつ高い裨益効果を

有すると考えられる以下の５つの課題に対する技術協力を、今後 JICAが取り組むことの可能性

が見いだされる。ただし、第１章１－２に記載したとおり、EC/TNA調査の範囲がPSDSPと重複

して行われたため、実際に協力を行うことを検討するにあたっては、PSDSPとの調整が必要であ

る。

（1）貿易政策立案機能の強化

（2）輸出振興実施機関の機能強化

（3）港湾関連についての支援（通関業務に関するキャパシティー・ビルディング）

（4）輸出多様化に貢献する特定技術への技術指導の展開

（5）観光産業の育成支援

　（上記の（1）、（2）、（3）及び（5）については、付属資料２．英文報告書のAnnex7 において、

貿易振興のための提言として記載されている。）

３－１　貿易政策立案機能の強化

３－１－１　背　景

　バングラデシュでは、輸出多様化のための貿易政策立案機能が不足している。

　一般に、国際貿易を行うということは、自国とは政治、経済、文化、歴史的背景の異なる国

との財、サービスの交換を行うことである。特に、ある国が他国への輸出を計画し、実施する

ためには、まず、以下の点が明らかにされる必要がある。

（1）輸出をしたい相手国のニーズの把握（国際マーケティング）

　輸出したい相手国の財・サービスに関するカスタマーニーズ32 の把握

（2）自国の現状把握（輸出したい相手国の財、サービスの供給先になり得る条件の把握）

　自国の比較優位及び比較劣位の把握

（3）競合する他国の動向把握

　自国が輸出しようとする財、サービスに関し、競合する他国の比較優位の把握及び自国

がそれに十分対抗し得る資源あるいは将来的にそうなる諸条件を有しているかの把握。

　具体的には、マクロ、ミクロのレベルでは、以下の点についての把握が必要である。

1） マクロレベル

　輸出したい相手国の基本的条件の把握（経済状態、関税制度、数量割り当て等）

32 この場合のカスタマーとは、輸出される財、サービスの購入者であり、具体的には、輸出相手国の取引業者、最終消費者等であ

る。
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2） ミクロレベル

　輸出したい財、サービスに関し、想定される顧客層ごとに、市場規模、求められる

製品の品質（Quality）、コスト（Cost）、納期（Delivery）等の条件の把握

（ミクロレベル分析例）

　これらの基本的条件が明らかになって初めて、長期的な貿易が可能となる。特定産業の

財に関する的確な外国のカスタマーニーズの把握なくして輸出はあり得ない。しかしなが

ら、バングラデシュでは、この伸ばすべき特定の産業あるいは財に対するカスタマーニー

ズの把握のための活動が、非常に弱いといわざるを得ない。そのため、輸出の多様化が不

十分である。輸出相手国に関するマクロレベルの分析（経済状態、貿易政策等）は多数存

在する。しかしながら、バングラデシュでは、伸ばすべき特定の産業あるいは財に関する

カスタマーオリエンテッドに立ったミクロ調査、分析が不十分であり、輸出多様化のため

の貿易政策立案機能が不足している。

　例えば、商業省は、2004 年に出した「輸出政策　2003 ～ 2006 年」において、輸出多様

化のため、今後育成すべき重点分野として、①ソフトウェアと ICT 製品 、②農業製品及

び農産加工物、③軽工業製品（自動車部品、自転車を含む）、④皮革製品、⑤高付加価値

RMG、をあげ、また、更に、今後育成すべき潜在的な業種として、①薬品、②化粧品、③

カバン・ファッション製品、④電気製品、⑤ CR コイル、⑥カードとカレンダー、⑦文房

具、⑧シルク製品、⑨工芸品、⑩ハーブ薬品等をあげている。

　政府、民間33 とも、これらの産業、財に対する外国のカスタマーニーズの調査、分析と

いったマーケティングは不十分である。

　輸出振興の実施機関として最も重要な機能を有するEPBは、輸出政策の基本骨子を作成

し、商業省に答申するという輸出振興にとって最も重要な役割を担っている機関でもある

が、EPB の Vice Chairman である S. Mohammad 氏は、「EPB の一番重要な責務は、バン

グラデシュ中央銀行、NBR及び世界にある大使館の16か所の経済部（Business Council）

等から得た情報を基に、輸出振興に関する基本政策の骨子を作成し、商業省に提出するこ

とである」と言及している。輸出したい相手国の個別産業の市場分析などの輸出振興につ

グループ Q C D
市場規模 市場参入制約要因 他条件（他国の動

（現在・将来） 及びカスタマーニーズ 向・貿易政策等）

顧客層A

顧客層B

顧客層C

ターゲット国：日本　対象品目：衣服（ジーンズ）

33 例えば、革靴産業においては、輸出の34％が日本向けとなっているが、日本のカスタマーニーズの調査は少なく、主に日本の商

社の指示に基づき、靴を製造しているのみで、カスタマーニーズに関するマーケティング機能が明らかに不足している

（Bangladesh Finished Leather, Leather goods and Footwear Exportersﾕ Association and Bang. Tanners Association訪問時のMr. T. Sultan、

Chairmanとのインタビューより）。
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ながるミクロ情報の収集・分析は極めて不十分であり、この内容、策定プロセスでは、輸

出多様化のための具体的な貿易政策立案は、非常に困難である。輸出多様化が求められな

がら、外国のカスタマーニーズの調査、分析を実施する国家レベルでの機能、機関がな

く、かつそのための具体的活動がなされていない。バングラデシュでは、輸出多様化のた

めの貿易政策立案機能の強化が必要不可欠である。

　バングラデシュの輸出多様化のための貿易政策立案機能を強化するためには、ある程度

のミクロ、マクロの視点からの情報収集、分析を実施したうえで、輸出振興になり得る重

点分野の選定がなされ、それが輸出多様化政策に反映されるという国家レベルの貿易政策

立案プロセスが必要である。特に、輸出相手国に関するマクロレベルの分析に加えて、輸

出多様化のために、特定の産業及び財に関して、外国のカスタマーニーズを調査・分析

し、それを貿易政策に織り込むミクロ分析の機能をもった首尾一貫した継続性のある政策

提言を行う機能、すなわち「貿易に関連したマクロ・ミクロの情報収集、分析及び政策提

言を行う機能（Trade-Related Economic Intelligence Unit：TREIU）が必要である（TREIU

の概念の詳細については、付属資料３．「TREIU 機能概念図」を参照）。

　特に、JICAとしては、輸出多様化のために、伸ばすべき特定の産業あるいは財に関する

外国のカスタマーニーズの調査、分析及び貿易政策立案・提言ができる人材を育成するた

めの技術支援は可能であり、高い裨益効果を有する。

３－１－２　バングラデシュ側のニーズ

　バングラデシュ「輸出政策 2003 ～ 2006（Export Policy 2003-2006）」において、輸出多様化

のために今後伸ばすべき重点分野あるいは潜在的な成長力をもつ分野は明示されており、政府

は輸出多様化推進の必要性を認識している。しかしながら、輸出多様化が依然として進んでお

らず、輸出多様化のための貿易政策立案機能の強化に対するニーズは高い。特に、産業界34 か

らの輸出多様化の推進に対するニーズが高い。

３－１－３　協力の目的

　バングラデシュの輸出多様化のための貿易政策立案機能の強化を図ることは、輸出多様化を

推進し、輸出増大、国内諸資源の有効活用（雇用の増大を含む）を促すなどの高い裨益効果を

有する。それゆえ、輸出多様化のための貿易政策を立案する機能の強化を図ることがその協力

目的である。

３－１－４　取り組みの概要（投入方法、カウンターパート候補機関等）

　輸出多様化のための貿易政策立案機能の不足に対し、JICAとしてどのような取り組みが考え

られるかを以下に記載する。

　輸出多様化のための貿易政策立案機能の強化のためには、伸ばすべき特定の産業あるいは財

に関する外国のカスタマーニーズの調査、分析及び貿易政策立案・提言ができる人材を育成す

34 商業省大臣、世界銀行経済分析担当上級副社長、関係する官民機関、ドナーを招集しての貿易振興に関する世界銀行主催の貿易

振興フォーラム（2005年３月10日）では、ダッカ商工会議所会頭が、過去25年間、RMGが輸出品目の第１位の座を維持してい

る状況下、政府に対し、輸出多様化のための実効性のある政策立案及びその実施を強く求めていた。
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るための研修を実施する必要がある。日本は、これまで、海外市場開拓を重視したカスタマー

オリエンテッドに立ったミクロ調査、分析を官民双方において実施してきた。特に、品質、コ

スト、納期において、最も高いニーズを求められる日本をモデルとし、以下のような実践的な

研修の実施は、非常に有益である。

35 例えば、1950年代に通商産業省（現在の経済産業省）は貿易振興につながる強力な産業振興政策を打ち出している。特に、「経済

自立５か年計画」と題し、「合成繊維育成５か年計画」（1953年）、「石油化学工業育成対策」（1955年）、「電子工業臨時措置法」（1957

年）等を打ち出し、各産業に革新技術の導入、設備投資の促進のため、関税の優遇措置を実施した。その一方で、1959年には石

炭産業を構造不況業種として位置づけ、その産業の縮小の政策を打ち出している。その時代に適した輸出産業のあり方を詳細に

調査、分析し、そのための政策立案及び実施を行っており、このような事例は日本モデルのひとつになるものと思われる（この

点については、萩原 伸次郎「国際公共政策叢書通商産業政策」（日本評論社）において詳しく解説されている）。

技術協力の内容及び投入方法

１．現地での研修、ワークショップの開催　

２．日本での研修（JICAでの研修）＋大学院、研究機関、民間企業等への派遣　　

　例えば、JICAでの研修（WTOなどの貿易基礎知識、日本経済の基礎的状況の研修等）のあ

と、研修生を日本の大学院に派遣し、バングラデシュの輸出多様化につながる特定の産業あ

るいは財に関する調査、分析、提言を行わせ、再度、その提言内容をJICAにて確認するなど

の研修が考えられる。

　特に、これらの研修は、単なるアカデミックなものではなく、日本のカスタマーニーズを

理解したうえで、具体的な輸出多様化政策へ転換がなされるような実践的な研修にすること

が望ましい。

〈研修内容（例）〉

マクロ政策立案にかかわるもの

①　日本の産業・貿易振興（輸出多様化を含む）政策の立案・実施のプロセス35

②　貿易に関する基礎的知識の修得（日本の関税制度、WTO関連事項等）

ミクロ調査、分析にかかわるもの

①　一般的な市場分析の手法

②　日本の貿易・商慣習

③　日本の産業ごとの多様な市場の存在

　　　（日本人の求める品質、コスト、納期、多様なカスタマーニーズの存在等）

　これらの研修をより効果的なものとするためには、以下のような幅広い人材が講師として

招へいされる必要がある。

①　WTO、関税制度等の貿易振興に必要な知識の有識者

②　日本の貿易政策、産業政策の立案、実施経験者

③　民間企業での貿易実務経験者（特に、バングラデシュがターゲットとする財に関する

日本市場の品質、コスト、納期のニーズを熟知している者）
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３－１－５　案件形成上の留意点

　案件形成においては、まず、適切なカウンターパートを選定することは極めて重要であり、

そのために、以下の点に留意すべきである。

①　バングラデシュの TREIU になり得る機関の更なる実態調査

②　TREIU としての機能をもち得る機関の人材把握

　たとえ、現在、TREIU になり得る機関が存在しなくても、TREIU の機能をもつべき人

材の現在の部署、責任及びその能力を明確にする必要がある。

③　選定されたカウンターパートに対し、輸出多様化のための貿易政策立案機能の不足の原

因を詳細に調査し、その機能強化のための研修を適切に提供する必要がある。

３－１－６　ドナーによる類似案件の有無

　ドナー（CIDA、DFID、EU 等）は、商業省、CPD に対する WTO 関連を中心としたキャパ

シティー・ビルディングを実施している。しかしながら、ドナーによるカスタマーオリエン

テッドに立った輸出多様化の観点からの政府あるいは関連機関スタッフへのキャパシティー・

ビルディングの支援は実施されていない。

３－２　輸出振興実施機関の機能強化

３－２－１　背　景

　主要な輸出振興実施機関である EPB、BEPZA 及び BOI（輸出振興につながる可能性の大き

い投資振興36 を担当する）の機能が不足している。本来、これらの機関がもつべき重要な機能

としては、①顧客である企業に対し、必要な情報の的確かつタイムリーな提供及び、②有益な

36 投資、特に外国投資を促進することは開発途上国において重要である。開発途上国にとって、外国投資は雇用の拡大、収入増に

つながるということのほかに、海外市場開拓を容易にするという大きなメリットがある。外国からバングラデシュに進出する企

業の多くは海外市場を既に有しており、輸出多様化につながる可能性が高い。このことは、市場開拓能力の不足しているバング

ラデシュにとって計り知れないメリットである。

　　例：商社等に勤務し、開発途上国からの日本への輸入促進を実施した経験を有する者

　　　　ターゲットとなる財の日本での製造あるいは販売の経験者

　　　　日本の経営大学院講師（民間出身かつ市場開拓論担当者）

カウンターパート候補機関等

　今後、適切な研修を実施していくためには、適切なカウンターパートを選定する必要があ

り、そのための調査が必要である。

　現段階では、BFTI、商業省の計画部〔Planning Cell：EPBの答申を受けて最終的な輸出政

策（案）の立案を行う〕、EPB（商業省への輸出政策答申を策定する）等のスタッフがそのカ

ウンターパートとして考えられる（カウンターパートとなり得る機関に関する考察について

は、付属資料４．「TREIU機能を有すべき機関について」を参照）。
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コンサルテーションの実施である。しかしながら、これら３つの機関は、以下の点についての

機能が不足しており、そのことが、バングラデシュの輸出振興の大きな制約要因になってい

る。

（1）輸出振興実施機関の機能不足

1） 輸出振興、投資振興に関する OSS 機能が不足している。

　EPB、BEPZA及びBOIは顧客である企業に対し、必要なアドバイス、情報提供を行っ

ておらず、OSS機能が明らかに不足している。特に、責任、権限及び義務が不明確であ

り、そのことが、OSS 機能不足の大きな要因となっている。

2） 提供されているサービスメニューの内容が不十分である。

　例えば、EPBの主な輸出振興支援メニューは、①国際博覧会の開催、②まだ組織化さ

れていない業界団体の組織化支援などである。しかしながら、輸出振興のサービスメ

ニューとしては甚だ不十分であり、輸出したい相手国の産業、財に関する有益な情報の

提供等が十分にはなされていない。

3） 本来密接な関係を有すべき EPB、BEPZA 及び BOI の連携がとれていない 。

相互に持つ有益な情報が共有化されておらず、個別の活動にとどまっている。

（2）輸出振興実施機関への支援の可能性

　これらの機能不足に対し、輸出振興実施機関に対する制度面からの改革、スタッフの能

力向上のための支援は必要不可欠であり、JICAとして、以下の４つの点からの支援が可能

である。

1） 制度面の改革のための支援

　EPB、BEPZA及びBOI の責任、権限及び義務の不明確性に起因するOSS機能の不

足に対し、権限、責任及び義務の明確化を行うための制度面からの支援を実施する。

2） 提供メニューの見直しのための支援

　顧客である企業のニーズと輸出振興実施機関において実際に提供されているメ

ニューの詳細な調査を行い、これらの実施機関に対し、企業ニーズに合った提供メ

ニューの充実を図るための支援を実施する。

3） EPB、BEPZA、BOI 間の連携強化のための支援

　各機関が保有する個別の情報の共有化（３機関の情報ネットワーク網の構築も含む）

を図り、これら機関による定期的な会合の開催などを通じた連携強化のための環境づ

くりを実施する。

　　（情報共有化の例）

　・各機関の保有する情報の交換（投資動向、輸出構成の変化、貿易環境変化等）

　・各機関の現状と今後の方針の確認



－ 128 －

4） スタッフのキャパシティー・ビルディングのための支援

　1）、2）及び3）の推進のために、スタッフのキャパシティー・ビルディングを実施

する。特に、本来のOSS機能は何であるかを認識させ、その認識に基づいた行動をと

らせる必要があり、そのためのキャパシティー・ビルディング37は必要不可欠である。

　JICA として、以上のような４つの取り組みが可能である。特に、1）から 4）の支援の

実施に関して、JICAとしてどう優先順位を付けていくかという点につき、まず、顧客であ

る企業の支援ニーズと現在の提供メニューの詳細な調査を行い、そのニーズと提供メ

ニューの差を把握し、その差を埋めるためのより良い制度面の見直し、提供メニューの見

直し、ニーズに即したスタッフへのキャパシティー・ビルディングの展開を図ることがよ

り効率的であるように思われる。また、顧客である企業の支援ニーズと現在の提供メ

ニューの詳細な調査は、現在あるいは今後進出を図ろうとする日本企業に対し、どのよう

なサービスが現在、EPB、BEPZA 及び BOI によって提供されているかについて、情報を

提供することにもなる。その意味において、JICA としては、2）の提供メニューの見直し

を図るための基礎調査を実施することが有益である。

３－２－２　バングラデシュ側のニーズ

　これらの輸出振興実施機関に対する改善ニーズは高い。特に、輸出を実施している民間企業

からのニーズはかなり高いものとなっている。これら機関の機能が不足していることを、以下

の発言が象徴的に示している。

‘About the accountability of the personnel working at different levels of BOI, each and every

worker should properly follow the rules and regulations and they must do their assigned jobs in

the time.  BOI must deliver goods speedily and unnecessary delays in issuing work permits and

registrations in most cases cause harassment and extra cost for their investors’（バングラデ

シュの国際商工会議所会頭の発言 BEI; 「Reducing the Cost of doing Business in Bangladesh

2003」）

‘The agencies responsible for acceptance foreign investment （BEPZA & BOI） are supposed to

be ﾔOne Stop Serviceﾕ to potential investors, but in reality, an investor himself has to complete

the necessary formalities for making an investment.  On top of that, BEPZA/BOI does not extend

adequate support to the foreign investors who have to go around the concerned agencies for

obtaining different permissions’（日本商工会議所による政府あてレターの中よりの抜粋；

Japanese Commerce and Industry Association in Dhaka, 2003）

３－２－３　協力の目的

　輸出多様化のための政策立案機能が強化されても、輸出振興実施機関の機能が不十分では、

政策が十分な効果となって現れず、逆に輸出振興が阻害される状態を引き起こしかねない。輸

出振興実施機関の機能強化は必要不可欠である。それゆえ、EPB、BEPZA 及び BOI の機能強

37 特に、怠慢、汚職、買収の横行が指摘されている現状下では、行政障壁（Administrative Barrier）あるいは規制に対する改革なく

してスタッフのキャパシティー・ビルディングも意味をなさなくなるので、その点に対する十分な配慮が必要である。
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化を図ることがその協力目的である。

３－２－４　取り組みの概要（投入方法、カウンターパート候補機関等）

　輸出振興実施機関の機能不足に対し、JICAとしてどのような取り組みが考えられるかを以下

に記載する。

　顧客である企業の支援ニーズと現在の提供メニューの詳細な調査を実施し、そのニーズと提

供メニューの差を把握し、その差を埋めるためのより良い制度面の見直し、提供メニューの見

直し、ニーズに即したスタッフへのキャパシティー・ビルディングの展開を図る必要がある。

技術協力の内容及び投入方法

１．EPB、BEPZA及びBOIの支援提供メニューの実態調査及び貿易を行っている企業の支援

ニーズ調査の実施

２．調査結果を基に、提供メニューとニーズの差を埋めるための様々な改革の実施

（1）制度面からの改革

（例）　

以下のような制度面からの改革が考えられる。

・各機関に、顧客である企業に対する総合の担当窓口（One-Stop-Unit：OSU）を新た

設置する。あるいは、現行部署に対しその窓口であることを明確にさせる。

・その割り当てられたOSUは、顧客である企業に対する基本的な窓口となり、OSUは

少なくとも以下の責任を有する。

－顧客に対し、その機関内で処理すべき内容を明確にするとともに、処理するた

めのスケジュールも合わせて作成し、それに沿った形での支援を行う。

－機関内の他部署とのコーディネートを行う。

－その機関内で問題が発生した場合の対処は、OSUが担当する。

（2）ニーズに即した支援実施のためのスタッフに対するキャパシティー・ビルディング

（例）

・企業に対する有益なコンサルテーションを実施するためのキャパシティー・ビル

ディングの実施（例えば、EPBの場合、貿易実務に関する研修等が考えられる。）

（3）より有益な情報を企業に提供するための EPB、BEPZA、BOI間の情報ネットワーク網

の構築及び連携強化

　（例）

・IT 技術を利用した情報ネットワーク網の構築支援

プロジェクトの形成、実施のためには、適切なリソースが投入される必要がある。

調査：JICA 及び現地コンサルタント

技術支援：調査に基づいた適切なリソース（専門家）



－ 130 －

３－２－５　案件形成上の留意点

　EPB、BEPZA、BOI は、今後、PSDSP の主要コンポーネントである｢民間セクター開発にか

かわる政府機関のキャパシティー・ビルディング｣において支援対象となる予定であり、2005

年に実施される同プロジェクトデザインプロセスのなかで、現状調査が実施される予定であ

る。これら機関への支援を検討する場合には、PSDSPに参加するドナーとの連携が重要である。

　BOI は、貿易を行う企業に限定された活動を行っているわけではなく、投資を行う国内外す

べての企業に対する支援を実施している。また、民間セクターの開発それ自体は、国際競争力

のある産業を育成することにつながり、EPBや BEPZAと深く関係してくる可能性も十分にあ

る。それゆえ、調査にあたっては、貿易にはまだ参入していない民間セクターのニーズも、あ

る程度、調査範囲の対象とするなどの配慮が必要である。

３－２－６　ドナーによる類似案件の有無

　これまで、ドナー（FIAS、JETRO、JICA）による BOI スタッフへのキャパシティー・ビル

ディングが実施されているが、提供メニュー及び支援ニーズに関する調査は実施されていな

い。

３－３　港湾関連についての支援（通関業務に関するキャパシティー・ビルディング）

３－３－１　背　景

　世界銀行の調査38 によれば、バングラデシュの港湾施設は、調査した全 75 か国中 72 位に位

置づけられている。特に、バングラデシュの全貿易（輸出・輸入）の80％の取扱量を有するチッ

タゴン港39の１日当たりの平均的なコンテナ貨物の取扱量は 100～ 105 個にとどまり、世界の

一般的な取扱量である 230 個（UNCTAD 調べ）を大幅に下回っている。また、チッタゴン港

での本船（タンカーを除く）滞在日数は平均 4.97 日であるほか、平均の通関必要日数40（2003

年調査）は、 輸入では12日、輸出では７日となっている。このように、貿易振興に直接影響を

与える港湾設備及び通関機能が明らかに不足している。JICAとしては、通関機能強化の技術支

援は可能であり、高い裨益効果を有する。

38「World Bank, ‘World Economic Forum, 2002’」を参照。
39「World Bank and Bangladesh Enterprise Institute, ‘Improving the Investment Climate in Bangladesh 2003」及び「Chittagong Port Authority

(CPA), ‘Administrative Report 2003-2004’)」を参照。
40 世界銀行及びBEI「Improving the investment climate in Bangladesh, 2003」を参照。

（例）　

・JETRO等の輸出振興経験者、日本の都道府県にある中小企業支援センター、産業振

興公社等の OSS 機能推進経験者、情報網を構築するための IT 技術者等

カウンターパート候補機関等

EPB、BEPZA、BOI　
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３－３－２　バングラデシュ側のニーズ

　バングラデシュで操業している企業側からの要望として、チッタゴン港の通関日数短縮のた

めの支援ニーズが高い。例えば、実際に貿易を行っている企業側からの港湾に関する支援ニー

ズについて、日本バングラデシュ商工会議所（Japan-Bangladesh Chamber of Commerce and

Industry：JBCCI）に確認したところ、港湾に関し、以下の点についての改善支援を強く求めら

れた。　

　「チッタゴン港湾当局は 2005 年１月より、通関手続きの改善及びその迅速化を図るため、

通関業務を１つの窓口が一括担当する部署を設けた。これは通関業務のOne-Stop-Shop化を

ねらったものであるが、通関処理に必要な日数41 には、大きな変化が見られない。通関に関

しては、輸入通関に必要となる日数は深刻な問題となっている。これは、コンピューター化

の問題もさることながら、人の能力不足によるところが大きいのではないかと考えられるの

で、JICAとして、通関業務に関するOSS機能向上を目的としたスタッフのキャパシティー・

ビルディングの支援を検討してほしい」

　また、チッタゴン港湾庁（Chittagong Port Authority：CPA）の計画主任である H. Babul 氏

も、港湾設備拡充42のための資金協力のほかに、スタッフのキャパシティー・ビルディング（一

般的な経営管理、個別の技能訓練、通関業務等）を支援ニーズとしてあげている。

　このように、通関業務に関するOne-Stop-Shop機能向上のためのチッタゴン港湾庁スタッフ

に対するキャパシティー・ビルディングへの支援ニーズが高い。

３－３－３　協力の目的

　チッタゴン港の通関日数の短縮化は貿易振興に直接寄与し、その裨益効果は高い。それゆ

え、チッタゴン港湾庁の通関業務に関するOne-Stop-Shop機能向上のためのスタッフへのキャ

パシティー・ビルディングを実施し、通関日数の短縮化を図ることがその協力目的である。

３－３－４　取り組みの概要（投入方法、カウンターパート候補機関等）

　チッタゴン港湾庁の通関業務に関するOne-Stop-Shop機能の不足に対し、JICAとしてどのよ

うな取り組みが考えられるかを以下に記載する。

　One-Stop-Shop 機能向上のためのキャパシティー・ビルディングの観点から、チッタゴン港

湾庁、貿易を実際に行っている企業等の利害関係者に対し、One-Stop-Shop 機能向上に関し

て、どのような支援が必要であるか、またその場合、どのような裨益効果があるのかについて

の詳細な調査を実施し、それに基づいたOne-Stop-Shop機能向上のためのプロジェクトを形成

する必要がある。

41 2005年現在、通常、繊維製品の原材料の輸入通関には約７～10日、繊維製品の輸出通関には、３日程度必要であるが、通関日数

の短縮に関し、大幅な改善はまだ見られない。
42 チッタゴン港における将来の港湾設備に関する整備計画については、付属資料５．「チッタゴン港における新コンテナバース建設

に関する情報」を参照。
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３－３－５　案件形成上の留意点

　通関業務に関するOne-Stop-Shop機能向上のためのキャパシティー・ビルディングを実施す

る場合、スタッフの汚職・買収（Corruption） などの目に見えない要素も考慮すべきである。

また、効率的なキャパシティー・ビルディングを行うためには、キャパシティー・ビルディン

グを実施する部署の組織改革あるいは通関業務のマニュアル改訂等も視野に入れる必要がある

かもしれない。案件を形成するにあたり、柔軟な対応が必要である。

　また、他ドナー（ADB等）との活動との重複を避け、その整合性を図った案件形成を推進す

る必要がある。

３－３－６　ドナーによる類似案件の有無

　通関に関係するドナー支援の活動は、以下のとおりである。

DFID：2002 年から 2007 年にかけて実施している税収政策（含む関税政策）に大きな影響力

を有する NBR のスタッフに対するキャパシティー・ビルディング

世界銀行：1995 から 2005 年にかけてのバングラデシュ貿易多様化プロジェクトのひとつと

して実施した「ASYCUDA++」導入の支援

ADB：「ASYCUDA++」導入に対する更なる支援

技術協力の内容及び投入方法

１．詳細調査の実施

　チッタゴン港湾庁の組織、通関に係る制度、通関業務のプロセスの詳細（通関業務マニュ

アル、遅い通関の原因の詳細把握を含む）、企業側から見た通関上の問題点の把握等

２．調査結果を基に、チッタゴン港湾庁の通関業務に関するスタッフのキャパシティー・ビ

ルディングの実施

（例）

・通関手続きに関する研修の実施

（例えば、どの商品にどの関税率を適用すべきか等の HS - c o d e に関する研修、

ASYCUDA++の使用方法に関する研修、通関手続きマニュアルに基づいた業務実施の

ための研修等）

プロジェクトの形成、実施のためには、適切なリソースが投入される必要がある。

調査：JICA 及び現地コンサルタント

技術支援：調査に基づいた適切なリソース（専門家）

（例）

・日本あるいは海外（シンガポール等）の港湾通関業務経験者等

カウンターパート候補機関等

　チッタゴン港湾庁（CPA）　
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３－４　輸出多様化に貢献する特定技術への技術指導の展開

３－４－１　背　景

　バングラデシュのRMG産業は総輸出額の75％を占め、１つの産業にかなり特化した輸出構

造となっている。このような１つの産業に特化した輸出構造は危険である。もし、他国に比

し、その産業の比較優位が失われた場合、その影響は計り知れないものがある。また、１つの

産業に特化するということは、本来潜在的に伸びる可能性のある資源（人的資源を含む）の効

率的活用ができないという点で非効率な面を有する可能性が高い。しかしながら、バングラデ

シュでは、輸出多様化のエンジンとなり得る産業、企業があまり育っていない。

　特に、バングラデシュでは、①輸出多様化のための貿易政策立案の機能不足、②輸出振興実

施機関の機能不足、③貿易に直接関係する港湾の機能不足のほかに、第２章２－３「バングラ

デシュの貿易振興制約要因及び貿易振興ニーズ」の制約要因において明らかにしたように、企

業そのものの国際競争力の不足（様々な技術力の不足）がある。JICAとしては、輸出多様化に

貢献する特定技術への技術指導の展開は可能であり、高い裨益効果を有する。

　なお、第Ⅰ部第５章５－２で記載のとおり、PSDSP設計過程から、PSDSPへの並行プロジェ

クトとして実施するサブセクター支援についても検討が行われている。今後、これらの検討結

果を統合して、適切なサブセクター支援の方法を検討していく必要がある。

３－４－２　バングラデシュ側のニーズ

　バングラデシュにおいて、今後伸ばすべき重点分野あるいは潜在的な成長力をもつ分野43に

関して、インフラ整備、銀行制度、高金利等の外的要因を除いた、企業そのものに内在する貿

易振興上の大きな技術的制約要因（制約要因はその裏返しとして支援ニーズにもなり得る）

は、以下の４つである。これらの制約要因の解消あるいは軽減のための支援ニーズは高い。

①　市場開拓力の不足

②　デザイン力の不足

③　人的資源、訓練の不足

④　品質管理技術の不足

　（デザイン力の不足は、市場開拓力の不足によるところも大きく、この両者は密接に関係して

いる。また、人的資源、訓練の不足は、品質管理技術の不足とも密接に関係している。）

３－４－３　協力の目的

　特定技術への技術指導の展開は、企業の国際競争力を強化し、輸出多様化につながるなどの

高い裨益効果を有する。それゆえ、企業そのものに内在する技術的制約要因を取り除くための

支援を実施し、国際競争力を高めることがその協力目的である。

43 重点分野：①ソフトウェアと ICT製品、②農業製品及び農産加工物、③軽工業製品（自動車部品、自転車を含む）、④皮革製品、

⑤高付加価値RMG　

潜在的な成長力をもつ分野：①薬品、②化粧品、③カバン・ファシッョン製品、④電気製品、⑤CRコイル、⑥カードとカレン

ダー、⑦文房具、⑧シルク製品、⑨工芸品、⑩ハーブ薬品等
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３－４－４　取り組みの概要（投入方法、カウンターパート候補機関等）

　企業に内在する技術的制約要因に対し、JICAとしてどのような取り組みが考えられるかを以

下に記載する。

　輸出多様化に貢献する特定技術への効率的な技術指導を展開するために、企業に対し、どの

ような技術支援を展開すべきであるかの詳細調査を実施し、それに基づいたプロジェクトを形

成する必要がある。

技術協力の内容及び投入方法

１．詳細調査の実施

　どの産業、どの制約要因に対する技術支援が輸出振興にとって、最も効果的であるかにつ

いての調査。

　特に、以下の点についての調査が必要である

・特定の産業に固有な技術への支援の実施と、マーケティング手法などのような産業・業

種を選ばない技術支援の、どちらがより高い裨益効果を有するかについての調査

・適切なカウンターパート選定のための調査

　適切なカウンターパートを選定しなければ、特定の技術指導は不十分なものとならざ

るを得ない。

２．調査結果を基にした具体的な技術指導の実施

　プロジェクトの形成、実施のためには、適切なリソースが投入される必要がある。

　調査：JICA及び現地コンサルタント

　技術支援：特定の技術を有する専門家（例えば、海外貿易開発協会：JODC等）

　

カウンターパート候補機関等

・商業省（貿易振興の政策立案機関）、工業省（産業振興の立案機関）、BSTI（品質管理、向

上の実施機関）等の機関が現段階では想定されるが、対象となる産業、指導すべき技術内

容に即したカウンターパートが、調査に基づき、選定される必要がある。（これらのカウ

ンターパートを通じ、技術的支援が、業界団体あるいは個別企業に実施されることにな

る。）

特定技術への技術指導に関する一考察

　例えば、JICAによる輸出振興につながる技術的支援の選択肢のひとつとして、「デザイン力

向上のための技術支援」が考えられる。既述したように、輸出拡大の大きな制約要因のひと

つに、デザイン力不足（デザイナー不足も含む）がある。特に、輸出多様化を推進するポテ

ンシャルを有する潜在的な産業において、市場の要求に応えるデザイン力のアップは必要不

可欠である。デザイン力を育てるということは、カスタマーニーズを把握することなしには

考えられず、市場開発能力のアップにもつながるものであり、その裨益効果は高い。
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３－４－５　案件形成上の留意点

　支援内容は、民間セクター開発への支援と重なる可能性も十分あり、ドナーを中心に現在、

実施されている支援との重複を避け、あるいは連携の可能性を図りながら、JICAとして、輸出

多様化に貢献する技術支援の方向性を見極めることが重要である。

３－４－６　ドナーによる類似案件の有無

　民間セクター開発プロジェクトとして、ドナーにより様々な特定技術に関する支援が実施さ

れている。

ADB：農業振興支援

DANIDA（デンマーク国際開発援助）：デンマークとバングラデシュ間の技術移転

EU：RMG 産業、エビ産業、漁業への品質管理技術向上のための技術的支援

フランス：エビ産業の生産性向上支援

GTZ（ドイツ技術協力公社）：NGO への支援を通じた民間セクター開発支援

IDA：ICT 分野における製品開発及び市場開拓のための支援

UNDP（国連開発計画）：小企業への生産性向上支援、女性への起業化支援

USAID（米国国際開発庁）：サブセクター開発支援として、

　Job Opportunities and Business Support Programme (JOBS)：織物、皮、靴等への支援

　Agro - based Industries and Technology Development Project (ATDP)：農業関連への支援

　企業の国際市場開拓、生産性向上への支援

３－５　観光産業の育成支援

３－５－１　背　景

　バングラデシュの民間航空・観光省（Ministry of Civil Aviation and Tourism：MCAT）の傘

下のバングラデシュ観光公社（Bangladesh Parjatan Corporation：BPC）の統計データ（表３－１

参照）によれば、1995 年にバングラデシュを訪問した人数は 15 万 6,231 人であり、費やされ

た金額 44 は９億 5,520 万タカである。2003 年にバングラデシュを訪問した人数は 24 万 4,509

人、費やされた金額は 33 億 1,000 万タカである。この間、訪問者数では 56％の増加、また名

目ではあるが、金額面では346％の増額となっている。2003年度の33億1,000万タカという金

　JICAとして、これらデザイン力に対する技術的支援（カスタマーニーズの把握を必要とす

るという点では、市場開拓能力向上支援の一部ともなり得る）は有益であり、輸出に貢献す

るポテンシャリティは高い。特に、以下の業種のなかで、裨益効果の高い産業を選び、市場

調査の手法も含めたデザイン力向上のための実践的な指導、研修を提供することは有益であ

る。

特に、デザイン力が不足していると指摘されている業種：既製服、織物、皮革製品、工芸品、

ジュート、セラミック製品、パッキング、観光等

44 この数値は、ビジネス目的で来た人の人数も含まれているため、観光を目的にした人数、金額の把握には直接にはつながらない。
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額は、2002 ～ 2003 年度の総輸出額の 0.88％を占める。このシェアは、バングラデシュの輸出

全体に占めるシェアー 45 として見れば、依然として低い。

　しかしながら、バングラデシュでは、高い輸入関税、インフラの未整備などの目に見えるも

のもあれば、公務員の汚職、買収などの目に見えない貿易振興阻害要因が多数存在する。観光

産業は、そのような阻害要因に対し、ある程度緩和した形での対応が可能な産業である。

　バングラデシュに観光を目的に来た外国人が出費する金額の総量は、外国の購買力の自国へ

の移転にほかならない。バングラデシュを訪れる外国人観光客の出費（ホテル代、レストラン

代、バングラデシュ内の旅行費等）は、自身の判断に基づいて行われるものであり、少なくと

も汚職、買収、企業設立に伴う複雑な手続き等とは関係ない。

　これらのことを勘案すれば、外国人をターゲットにした観光産業は、様々な貿易振興阻害要

因を排除し、かつ外国の購買力（所得）移転を可能ならしめる有力な産業の１つである。しか

45 ただし、貿易の多様化としての期待がかけられている潜在的な輸出品目でさえ、現時点では、同様の低いシェアを有するにすぎ

ない。輸出多様化重点品目の2002～2003年度の総輸出額に占める割合は以下のとおりである。薬品（0.14 ％）、エンジニアリン

グ製品（0.2 ％）、皮革製品（バッグ、札入れ）（0.05 ％）、皮革製品（靴）：0.54 ％（EPB「Bangladesh Export Statistics 2002-2003」

参照）

表３－１　バングラデシュへの年別訪問者数・金額

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003

訪問者数（人）　 156,231 165,887 182,420 171,961 172,781 199,211 207,199 207,246 244,509

出費された金額

（百万タカ）
955.2 1401.2 2741.4 2454.8 2451.9 2627.0 2653.8 3312.6 3310.0

India India India India India India India India India

（46,015）（53,007）（61,606）（57,937）（62,935）（74,268）（78,090）（80,415）（84,704）

Pakistan UK UK UK UK UK UK UK UK

（12,903）（33,463）（28,115）（19,605）（22,510）（29,106）（34,087）（28,905）（42,138）

UK USA USA Pakistan USA USA USA USA USA

（31,984）（11,033）（12,070）（12,087）（9,557）（11,924）（11,394）（13,622）（24,458）

USA Pakistan Pakistan USA Pakistan Pakistan Japan Pakistan Pakistan

主要国別 （10,541）（7,070）（11,481）（11,358）（7,894）（10,637）（7,090）（8,703）（9,238）

訪問者数 Japan Korea Korea Japan Japan Japan Pakistan Japan Korea

（5,600）（6,017）（6,927）（7,808）（7,055）（8,006）（7,010）（7,325）（7,465）

Korea Japan Japan Korea Korea Korea Korea China China

（5,251）（5,716）（6,482）（6,154）（6,595）（6,746）（6,896）（6,681）（6,681）

China China Nepal Nepal China China China Korea Japan

（3,408）（4,016）（5,296）（4,799）（5,208）（5,901）（56,867）（6,511）（6,523）

Holland Malaysia China China Nepal Nepal Nepal Nepal Nepal

（3,279）（3,927）（4,869）（4,379）（4,733）（4,481）（4,280）（4,159）（3,904）

（Data：Immigration Authority）
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しながら、バングラデシュにおいて、政府による観光産業育成のための具体的な活動は実施さ

れておらず、観光産業振興が不十分である。

３－５－２　バングラデシュ側のニーズ

　バングラデシュの観光産業に関係する主な機関は民間航空・観光省及びその傘下のバングラ

デシュ観光公社である。これら機関は観光産業育成の必要性を感じながらも、観光振興戦略の

不足、観光振興のための人的資源の不足、観光インフラの未整備等が重なり、観光産業の育成

ができていない。しかしながら、観光産業育成支援に対する支援ニーズは高い。

３－５－３　協力の目的

　観光産業の育成は、貧困緩和（所得、雇用の増大）に貢献するなどの高い裨益効果を有する。

それゆえ、外国の購買力（所得）移転を可能ならしめる観光産業の育成支援がその協力の目的

である。

３－５－４　取り組みの概要（投入方法、カウンターパート候補機関等）

　観光産業の育成支援に関し、JICAとしてどのような取り組みが考えられるかを以下に記載す

る。

　外国人をターゲットにした観光産業を育成するにあたって、様々な調査を実施し、それに基

づいたプロジェクト形成を行う必要がある。特に、2004 年 12 月に JICA が実施した「バング

ラデシュ観光開発プロジェクト形成調査」において、観光開発にかかわる政府キャパシ

ティー、観光業の現状、観光資源の開発ポテンシャル、日本におけるバングラデシュ対象の観

光産業の現況、国際協力の現状、バングラデシュ観光開発の今後の課題等が詳細に調査され

た。この調査結果は、バングラデシュでの観光産業の育成を考えるうえでの貴重な基礎情報を

提供している。

　JICAの今後の取り組みとして、この報告書のなかで指摘されている点についての更なる調査

を実施し、支援すべき内容を明確にすることは、ひとつの選択肢であるが、現在及び潜在的な

外国の顧客ニーズ把握のための調査を実施し、そのニーズに基づいて、観光産業育成の観点か

ら何をしなければならないかを明確にし、更なる技術支援を実施することも、ひとつの方策で

あり、その場合の技術協力のあり方について、以下に記載する。
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３－５－５　案件形成上の留意点

　観光誘致のための外国人ニーズ把握は重要である。それゆえ、案件形成においては、外国旅

行社、バングラデシュへの進出の可能性のある国際観光資本（ホテル等）を積極的に巻き込ん

だ形での市場調査を考慮すべきである。

３－５－６　ドナーによる類似案件の有無

　2004 年に JICA が実施したバングラデシュ観光開発プロジェクト形成基礎調査があるのみ

で、現在のところ他ドナーによる類似案件はない。

技術協力の内容及び投入方法

１．現在及び潜在的な外国の顧客ニーズに関する詳細調査の実施

　まず、観光誘致のターゲットとなり得る諸外国を選定し、以下に掲げるような具体的なマー

ケット調査を行う。

（例：調査内容）

・外国のどのレベル（上位所得層、中位所得層、下位所得層）、どのエリア（アジア、ヨー

ロッパ、アメリカ等）を観光誘致のターゲットとすべきかのセグメンテーション調査

・バングラデシュの観光に求められる外国からのニーズの調査

・現在のバングラデシュの観光資源と外国人の観光ニーズをどのようにリンクさせるこ

とが可能であるかの調査

　例えば、世界文化遺産（マングローブ原生林）とリンクさせる、あるいは、外国からの直

接のアクセスが可能な場所（ダッカ、チッタゴン等）に外国人のニーズに合ったものを新た

に造る（その場合、外国資本の積極的な導入が必要となる）。

２．調査結果を基にした具体的な支援施策の立案、実施

　外国人のニーズに基づいた支援施策の立案、実施が必要である。

　これらプロジェクトの形成、実施のためには、適切なリソース（JICA及び現地コンサルタ

ント）が投入される必要がある。

　　

カウンターパート候補機関等

　民間航空・観光省（MCAT）

　バングラデシュ観光公社（BPC）



付　属　資　料

１．調査日程・面談者リスト

２．英文報告書(Annex7及び14以外の同報告書添付資料は省略)

３．TREIU機能概念図

４．TREIU機能を有すべき機関について

５．チッタゴン港における新コンテナバース建設に関する情報

６．参考文献目録
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